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平成 24年度

予算概算要求の主要事項

【計数については、整理上、変動があり得る。】



I:「平成 24年度予算概算要求総括表 J
・要求・要望額 (一般会計・特別会計 )、 予算の概算要求組替え基準の概略

図 (政府全体、厚生労働省単独 )

・予算概算要求の中でポイントとなる施策について、①「社会保障・税一体
改革成案」の5つの個別分野にしたがつて、施策体系を整理するとともに、
②「日本再生重点化措置」で要望する施策、③「東日本大震災復旧・復興」
に関連する施策ごとに整理をして、取りまとめたもの。

■ :「主要事項」
・子育て支援、雇用、医療・介護、年金等の施策分野ごとに、関連する主要
な予算項目を取りまとめたもの。

(注)本資料で記載されている予算額については、「日本再生重点化措置」で
要望している予算も含んだ形で計上されている。

(注)【重点化】と記載のあるものは、「日本再生重点化措置」の要望項目。
【復旧・復興】と記載のあるものは、東日本大震災復旧・復興対策経費。
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I平成24年度
予算概算要求総括表



平成24年度 厚生労働省予算概算要求総橋表

一般会計

※ 歳出の大枠とは別途管理される経費についての平成 24年度要求は次のとお り。
○東 日本大震災からの復 1日・復興対策に係る経費については、合計 2,209億 円を要求

OB型肝炎の給付金の支給経費については事項要求

(注 1)平成 23年度予算額は当初予算額であり、子どもに対する手当制度については、「平成 23年度におけ

る子ども手当の支給等に関する特別措置法」を踏まえた額としている。

(注 2)計数は、それぞれ四捨五入によつているので、端数において合計と合致しないものがある。

〇 年金 。医療等に係る経費については、前年度当初予算における年金・医療等に係る経
費に相当する額に高齢化等に伴 う自然増を加算 した額の範囲内において要求することと

し、自然増部分についても、できる限り合理化・効率化に努めることとする。

○ 新たな制度改正による恒久的な歳入増が確保 された場合の対応については、予算編成
過程において検討する。

○ 予算編成過程で検討
1 子 どもに対する手当制度、地方増収分の扱い          ′

2 報酬改定 (医療、介護、障害 )
3 介護職員処遇改善臨時特例交付金 (介護、障害)の扱い
4 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業臨時特例交付金の扱い
5 社会保障と税の一体改革に伴 う制度改正
6 過去の年金国庫負担繰延べの返済、雇用保険・求職者支援の国庫負担の本則戻し 等

(単位 :億円)

区  分
平 成 23年 度
予  算  額
(A)

平 成 24年 度
要 求 ・ 要 望 額

(B)

増△減額

(C)
((B)― (A))

増△減率

(C)/(A)

一 般 会 計 283, 767 295, 882 12,114 4 3%

うち

年 金 ・医 療 等

に 係 る 経 費 等

271. 953 283.512 1 1. 559
‐
4 3%

うち

重 点 化 措 置
1, 059 1, 059



特別会計

(単位 :億円)

(注 1)祠
'23年
度予算額は、当初予算額である。

(注 2)特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計に
おいては、徴収勘定を除いたものである。

(注 3)計数は、それぞれ四捨五人によつているので、端数において合計と合致しないものがある。

3

区  分

平 成 23年 度

予  算  額

(A)

平 成 24年 度

要   求  額

(B)

増△減額

(C)
((B)― (A))

増△減率

(C)/(A)

囀 別  会  計 838, 563 852. 397 1 3. 834 1  6%

労働保険

特別会計
42. 569 43. 217 648 1  5%

年金特別会計 7954994 809, 174 13, 181 1  7%



平成24年度予算の概算要求組替え基準

合理化・

効率化

予備費 035〈※)

省作成資料

‐

(注1)各経費の計数(※ )は、23年度当初予算額。                    `                     フ

(注2)「年金・医療等Jの 0書は、税制抜本改革により確保される財源を活用して年金財政に繰り入れることとされている基礎年金国庫負担割合2分の1と065%との差額分を含まない額。
(注3)復旧・復興及びB型肝炎関連経費は所要の金額を要求(財源と併せて男1途管理し、r歳出の大粋Jに加算)。
(注4)高速道路の無料化は要求しない。高校の実質無償化及び農桑の戸別所得補償は所要の金額を要求する。子ども手当は平成20年 3月 4日の3党合意に沿つて要求する。

復旧・復興及びB型肝炎関連経費
(別途管理)はo

肖1減額の1.5倍まで要望可能

(単位り

`円

)



平成24年度 厚生労働省概算要求のフレニム

1日本再生重点化措置 |
1  11059億円| |

平成 22年度税制改正における年少扶養控除等の見直しによる地方増収分

(5050億円)の取扱いは、予算編成過程で検討。

・報酬改定 (医療、介護、障害)

・介護職員処遇改善臨時特例交付金 (介護、障害)の扱い

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業臨時特例交付金の扱い

。社会保障と税の一体改革に伴う制度改革

・過去の年金国庫負担繰り延べの返済

雇用保険、求職者支援の国庫負担の本則戻し

などについては、予算編成過程で検討 .

|■ く別粋で要求するもの>:
■         |

10東日本大震災復|ビ1復奥経費||

Oβ型肝炎0給付金等東給経費
=|



Ⅱ 平成24年度予算概算要求のポイント



<:子 ども・子育て>
幼保―体化を中心にした子ども
。子育て新システム

<‖ 医療・介護等>
・地域の実情に応じたサービスの提供

体制の機能強化と効率化・重点化
0セーフティネット機能の強化

<‖ 年金>
・信頼できる年金制度の確立

・短時間労働者への適用拡大

魏
くⅣ 就労促進>

『全員参加型社会』.

『ディーセントワーク』の実現

<V その他の主な施策>
ライア・イノベーションの推進s

貧□・格差対策.障害者支援 等

※ _本年6月の「社会保障_Q税一体改革成案」で示された5つの個Bll分野にしたが

つて、主要施策の施策体系を整理。

必要な社会保障の機能強化と

社会保障全体の持続可能性の確保

7



ぞ」 デどる
1″

子芦て>

○待機児童解消策の推進など保育サービスの充実 4,322億円 (4,082億円 )
・待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数の拡大を図る。
・延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を図る。

0放課後児童対策の充実             317億 円 (308億円)
・放課後子どもプランの着実な推進を図るとともに、放課後児童クラブの箇所数の増

(25,591箇所→26,310箇所)を図る6

0「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 (新規 )【重点化】

124億円(100億円)
。「待機児童解消「先取り」プロジェクト」について、現在検討中の「子ども。子育て

新システム」を踏まえ、対象を待機児童のいる全ての自治体に拡大するとともに、グ

ループ型小規模保育事業での緊急時の安全対策等に要する経費や職員の配置等の基

準を満たす認可外保育施設の開設準備経費等について、新たに財政支援を行う。
。「地方版子ども。子育て会議Jの設置や小規模かつ多機能な保育事業の実施により、
保育サービスの供給が不足している地域にきめ細かく対応するモデル事業を創設す

る。

○児童虐待防止対策の強化等 (一部新規 )′
。本年 5月 に成立した「民法等の一部を改正する法律」により親権制度等の見直しが行

われたことに伴い、保護者指導や児童相談所の法的対応の強化を図るとともに、法人

等による未成年後見人制度の普及促進等を図るため、新たに支援制度 (未成年後見人

に対する報酬等の補助)の倉J設等を行う。
・児童虐待防止医療ネットワークを推進する。

○社会的養護の充実 (一部新規 )
。児童養護施設等の小規模化。地域分散化を図り、家庭的養護を推進するため、里親ヘ

の委託や、ファミリーホーム、小規模グループケア等への転換を促進するとともに、

被虐待児童等への支援や要保護児童の自立支援の充実を図る。



<」 医療 ″介護等>

/

○地域医療確保対策

①地域医療支援センターの整備の拡充

・都道府県が設置する「地域医療支援センター」

師確保対策の取組を支援する。

②専門医の在り方に関する検討、

(2)実施拠点となる基盤の整備

①在宅医療連携体制の推進【重点化】

106億円 (82億円 )
11億円(5.5億円)

の箇所数を拡充し、都道府県の医

89億円 (1.1億円)
31億円(1.1億円)

27百万円 (24百万円 )

・地域に必要な専門医がバランスよく分布す るよう、診療領域別の必要医師養成数

の実態把握を含め、専門医の在 り方に関して幅広く検討を行う。

③チーム医療の普及推進(新規) 29億 円
。質の高いチーム医療の実践を全国の医療現場に普及定着させ、看護師、薬剤師等

医療関係職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高い医療サービ

スを実現する。

④医療情報連携の基盤の整備(新規)【重点化】 20億円
。医療機関が診療データを標準的な形式で外部保存し、連携する医療機関において

データの相互閲覧を可能とするとともに、災害時等にはバックアップとしても利

用可能 となる医療情報連携・保全基盤を整備する。

○在宅医療口介護の推進 127億円(1.1億円)

(1)在宅チーム医療を担う人材の育成(新規)【重点化】      8.7億 円
。質の高い在宅医療を提供できるよう、医師等の専門職種ごとの研修を行 うとともに、

多職種協働で地域において在宅医療を担 う人材 を養成するための研修を行 うことに

より、知識・技術の習得や向上を図る。

。多職種協働による支援体制を構築し、地域での包括的かつ継続的な在宅医療の提

供に向け、在宅医療を提供する医療機関等による連携を地域や疾患の特性に応じ

て推進する。



②在宅医療を提供する拠点薬局の整備(新規)【重点化】 20億円
。がん患者等の在宅医療を推進するため、高い無菌性が求められる注射薬や輸液な

どを身近な薬局で調斉Jできるよう、地域拠点薬局の無菌調剤室の共同利用体制を

構築する。

③栄養ケア活動の支援(新規)【重点化】 27億円
・栄養ケアの支援体制を構築するため、地域で栄養ケアを担 う管理栄養士等の人材

の確保、関係機関等と連携した先駆的活動を行う NPO法人等の取組の推進を図
る。

④在宅サービス拠点の充実(新規)【重点化】 35億円の内数
・小規模多機能型居宅介護と訪間看護のサービスを組み合わせた「複合型サービス

事業所」、訪問介護と訪問看護が密接に連携した「定期巡回・随時対応サービス」

の普及を図るとともに、訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所

の設置を図る。

⑤低所得高齢者の住まい対策(新規)【重点化】 35億円の内数
・低所得高齢者が住み慣れた地域で、自立した生活を続けられるよう、小規模な養

護老人ホームの整備等を推進するとともに、養護老人ホームや軽費老人ホームの

個室化等の推進を図る。

(3)個別の疾患等に対応したサービスの充実二支援 29億円
①国立高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推進のための研究事業(新規)

【重点化】 16億円
。国立高度専門医療研究センターを中心とした、がんや精神疾患など、在宅患者の

個別の疾患それぞれの特性に応じた在宅医療を推進するための研究を実施する。

②在宅医療推進のための医療機器の承認の促進(新規)【重点化】 14百万円

・在宅医療の現場で必要とされている医療機器について、その特性を踏まえた迅速

な薬事承認のための評価指針の策定等を進める。

③在宅医療推進のための看護業務の安全性等の検証(新規)【重点化】 92百万円
。患者・家族が希望する在宅医療を実現するため、専門的な臨床実践能力を有する

看護師が医師の包括的指示を受け、看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、

業務の安全性や効果の検証を行う。
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④在宅介護者への歯科口腔保健の推進(新規)【重点化】 46億 円
。在宅療養者の健康の保持・向上を図るため、在宅介護者 (在宅療養者を介護する

家族等)への歯科口腔保健 (歯科疾患の予防に向けた取組み等による口腔の健康
の保持)の知識等について普及啓発などを行う口腔保健支援センターを各都道府

県に整備する。

⑤在宅緩和ケア地域連携事業(新規)【重点化】 3.6億円
・在宅緩和ケアの地域連携体制を構築するため、がん診療連携拠点病院が都道府県

と連携して二次医療圏内の在宅療養支援を行う医療機関の協カリストを作成する

とともに、在宅緩和ケアを専門とする医師等と協力して在宅療養支援を行う医師

等に対して知識と技術の研修を実施する。

⑥難病患者の在宅医療・介護の充実・強化事業(新規)【重点化】 1 5億円
・在宅医療・介護を必要とする難病患者が安心・安全な生活を営めるよう、在宅難

病患者の日常生活支援の強化のため、医療 。介護従事者研修の実施や災害時の緊

急対応に備え、重症神経難病患者の受入機関確保のための全国専門医療機関ネッ

トワークの構築等を通じて包括的な支援体制の充実・強化を図る。

②HIV感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業(新規)【重点化】 13億 円
・HIV治療の進歩により長期存命が可能となったHIV感染者 。エイズの在宅医療・

介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪問介護職員への実地研修、かかりつ

け医や地域の歯科医への講習会等を実施する。

③在宅での疼痛緩和のための医療用麻薬の適正使用の推進(新規)【重点化】

60百万円
。在宅患者のニーズに合つた在宅緩和ケアを遅滞なく提供できるよう、地域単位で

の医療用麻薬の在庫管理システムを開発・活用したモデル事業等を実施するとと

もに、医療用麻薬の適正使用の推進に向けた普及啓発を行う。

⑨薬物依存者の治療と社会復帰のための支援(新規)【重点化】 61百万円
・薬物依存者の治療と社会復帰に向けた取組みを支援するため、薬物乱用離脱相談

等に関するマニュアル整備、関係機関間の連携、薬物依存者の家族間の情報交換・

連携強化等のモデル事業を実施する。



0地域ケア多職種協働推進等事業 (新規)            10億 円
。地域包括支援センターの医療・介護等の多職種連携機能を強化するため、ネットワー

ク構築や多職種連携の場である地域ケア会議の運営の指導的な役割を担う人、在宅医

療の医師、OTo PTや地域保健の医師・保健師等助言を行う専門職の確保を支援する事

業を行う。

0認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進    31億 円 (27億円 )
①市町村での認知症施策の推進等
・認知症地域支援推進員を中心に、市町村で医療、介護や生活支援サービスが有機

的に連携したネットワークを構築し、認知症の人への効果的な支援を行う取組の

拡充を図る。

②地域での市民後見活動の仕組みづくりの推進
・市民後見人 (弁護士、司法書士等の専門職以外の後見人)を育成するとともに、
その活動を支援するなど、地域での市民後見活動の仕組みづくりの更なる推進を

図る.

○福祉用具口介護ロボットの実用化の支援 83百万円 (83百万円)
。福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等を対

象として、臨床的評価や介護保険施設等におけるモニター調査等を実施する。

○市町村介護予防強化推進事業 (新規 ) 2.8億円
・開じこもりや うつ等により通所での事業参加が困難な高齢者に対し、生活機能の低下

予防に効果的な訪問型介護予防プログラムを開発 し、全国へのマニュアル提示などを

行 う。

○後発医薬品の使用促進              4.8億 円 (4.7億円 )
。後発医薬品の品質・安定供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に

関する事業等を引き続き実施する。

・後発EII薬品の更なる信頼性向上のため、評価基準の検討や、これまでの取組への検証

等を行う。

○新型インフルエンザ対策の強化(新規)【重点化】 134億円
。新型インフルエンザ発生時に、地域の発生状況に応じ都道府県ごとに実施すべき対策

を判断するため、国と都道府県等が危機管理の観点から連携強化を図り、対策の準備

を行う。
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抗インフアレエンザウイルス薬やプレパンデミックワクチンの計画的かつ安定的な備蓄

等を行う。

〇小児がん拠点病院の機能強化 (新規)【一部重点化】 6.6億円
・小児がん対策を推進するため、診療や緩和ケアを行うがん医療従事者の育成、小児が

ん患者への相談支援や療育環境を確保するためのプレイルームの運営等に必要な経

費について財政支援を行う。

<Z年 金 >

○持続可能で安心できる年金制度の運営

10兆 6,743億円 (10兆 3,755億円 )
。税制抜本改革により確保される財源を活用して、基礎年金国庫負担割合2分の1の維

持を図る。

○紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進 722億円(736億円)
。年金受給者について、紙台帳等 とコンピュータ上の年金記録の突合せを行 うとともに、

その結果について必要なお知らせ等を進める。
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くW就 労促進 >

○「大学生現役就職促進プロジェクト(仮称)」の推進等(新規)【一部復旧口復興】

【一部重点化】 136億円
。大学の未就職卒業者等の減少を図り、将来の日本を担う人材として育成するため、「新

卒応援ハローワーク」を拠′点としてジョブサポーターを配置し、主に現役大学生を対

象に、ジョブサポーターの大学への恒常的な出張相談や、大学等の協力を得て未内定

者の全員登録・集中支援などを行う「大学生現役就職促進プロジェクト (仮称)」 を実

施する。

・東日本大震災の影響により非常に厳しい就職環境にある被災地の新卒者・既卒者等ヘ

の就職支援を強化する。

O「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化 (一部新

規 ) 95億円(46億円)
。個別支援など専門的支援を中核として、 トライアル雇用の活用や職業引1練の活用促進
等により、フリーター等の就職支援を一層強化する「若者ステップアッププログラム」

を推進する。

※大都市部には、支援拠点を設置

Oジョブロカード制度の推進 105億円(107億円)
・非正規労働者等のキャリア・アップのための有効なツールである「ジヨブ・カー ド」

について、対象 となる動1練を公的な引1練全般 (公共職業 plll練や求職者支援制度による

訓練)に拡大す る。
・求職者 と求人企業とのマッチングでの活用の促進や、「ジョブ・カー ド普及サポータ

ー企業」の開拓等により、「ジョブ ,カー ド」の取得促進を図る。さらに、キャリア

形成支援の観点から、対象者を中小企業等の在職労働者や大学生等に拡大する。

0女性の就業の拡大 (就業率のM字カーブの解消) 123億円(125億円)
。男女雇用機会均等対策の推進、育児休業、介護体業等を利用 しやすい職場環境の整備

を図る。

・子育て中の女性等がその能力を発揮できる職場を確保できるよう、マザーズハローフ

ーク事業の設置拠点を拡充 (168箇所→173箇所)するなど、一層の強化等を図る。
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○希望者全員の65歳までの雇用確保(一部新規 ) 20億円(9億円)
。公的年金支給開始年齢 (報酬比例部分)の引上げが平成25年度から開始されることに

伴い、65歳まで希望者全員の雇用が確実に確保されるよう、労働政策審議会の議論を

踏まえ、制度的な対応を検討するとともに、企業の取組への必要な支援等を行う。

O雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の更なる強化
82億円 (77億円 )

。中小企業に重点を置いた雇用率達成指導や就職面接会を実施するとともに、雇用と福

祉の連携のための「障害者就業・生活支援センター」の拡充 (322箇所→327箇所)・

機能強化を図る。

O障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実・強化
29億円 (29億円 )

・ハローワークでの精ネ申障害者や発達障害者への支援体制や在宅就業障害者への支援の

充実を図る。

○成長分野の人材育成の推進 (一部新規) 2,244億円(1,238億円)
・介護・福祉、医療、子育て、情報通信等の成長分野について、民間教育訓練機関等を

活用した実践的な公共職業訓練及び求職者支援訓練を推進するとともに、ヨ1練修了者

への就職支援を強化する。

・環境 。エネルギー分野など、今後成長が期待される分野で、事業主等への委託による

職場での実施を主体とした実践的な職業能力を付与する職業勃1練の実施 (成長分野人

材育成プログラム (仮称))を推進するとともに、事業主団体、大学等 と連携 し、カ

リキュラムの開発等を行 う。

O新事業展開地域人材育成支援事業 (仮称)の推進 (新規)【重点化】  2億 円
。地域で業界団体等が産学官連携による協議会を開催し、企業に対して新事業展開に必

要な教育勁練カリキュラムを開発・実施すること等により、地域の活性化を図る観′点

で地場産業を支える企業の人材育成支援を行う。

0求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援【一部復
旧・復興】 1,665億 円 (665億円 )
。東日本大震災の影響による全国的な雇用の悪化への対応を含め、「求職者支援制度」

により、雇用保険を受給できない求職者に対し、求職者が新たな職業能力や技術を身

につけるための職業副1練を実施するとともに、〕1練期間中の生活を支援するための給

付金を支給すること等により、求職者の早期の就職支援を行う。
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※うち国庫負担金の労働保険特別会計雇用勘定への繰 り入れ 428億 円を計上。
※国庫負担金の本則 (1/2)復帰に係る経費については、予算編成過程で検討。

○パートタィム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進

6億円(3.6億円 )
・パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談。援助や職務分析・職務評価の

導入支援を行うほか、労働政策審議会の議論を踏まえ、パートタイム労働者の公正な

待遇の確保に向けた事業主による取組を推進する仕組みの導入など、パートタイム労

働法制の整備について検討し、必要な措置を講ずる。
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<7-■ 様施策>

ライラ・ィノベーションの推i

○ライフロイノベーションの一体的な推進          388億 円 (9億円)

(1)個別重点分野の研究開発口実用化支援 (一部新規 )【重点化】
185億円 (9億円)

。国民のニーズの高いがん、B型肝炎、難治性・希少性疾患等について、診断法・治療
法や医薬品等を開発し、実用化に向けた取組を推進する。

①がん診断・治療研究の推進

、    ・難治性がん、小児がん等の希少がんを中心に、革新的診断法・治療薬の実用化の
ための質の高い臨床試験を推進する。

②B型肝炎の創薬実用化研究等の推進
・B型肝炎の画期的な新規治療薬の開発等を目指し、基盤技術の開発を含む創薬研
究や、治療薬としての実用化に向けた臨床研究等を総合的に推進する。

③気分障害の診断・治療研究の推進
。うつ病などの気分障害の客観的な診断法や病態メカニズムに応じた効果的な治療

法の研究 。開発を推進する。

④希少疾病用医薬品等の開発支援

・極めて患者数の少ない希少疾病に効果のある医薬品・医療機器の開発に取り組む

企業への助成率の引上げ等、開発支援の充実を図る。

⑤再生医療、lPS細胞研究等の推進
。iPS細胞等ヒト幹細胞を用いた再生医療技術の基盤を構築するとともに、臨床応

用に向けた免疫拒絶対策等の研究、iPS細胞から分化。誘導した細胞による倉」薬・

医薬品の安全性評価への応用を推進する。

⑥個別化医療の推進

・個人のゲノム情報に基づく個別化医療の推進に必要な基盤を整備するため、国立

高度専門医療研究センターが連携して、バイオバンク、大規模コホート研究を推

進する。
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(2)臨床研究中核病院等の整備及び機能強化

①臨床研究中核病院(仮称)の整備(新規)【重点化】
。国際水準の臨床研究の実施や医師主導治験の中心的役割を担う基盤と

研究中核病院 (仮称)を 10箇所整備する。 |

②国際水準で実施する臨床研究等の支援(新規)【重点化】

支援する。

(3)技術の進歩に対応する薬事承認審査口安全対策の向上

38億円
・臨床研究中核病院 (仮称)での国際水準の臨床研究を支援するとともに、国立高
度専門医療研究センターでの先端技術の実用化に向けた開発・臨床応用研究等を

89億円
51億円

して、臨床

113億円
①革新的技術実用化のためのレギュラトリーサイエンス(※ )の推進による審査等の迅速

化・高度化と安全対策の充実・強化(新規)【重点化】 108億円

※レギュラトリーサイエンス :科学技術の成果を人と社会に役立てることを目的に、根拠に基づ

く的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と社会と

の調和の上で最も望ましい姿に調整するための科学。 (平成 23年

8月 19日 閣議決定「科学技術基本計画」より)

ア 革新的新薬。新医療機器の倉1出に資するレギュラトリーサイエンスの推進
。大学に寄付講座を設置することにより、レギュラトリーサイエンスに精通 し

た人材の育成等を行 う。

・独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)を薬事承認審査に必要なガイ

ドライン策定等の研究拠′点として位置付け、レギュラトリーサイエンス研究

の強化・拡充を図る。

・国立医薬品食品衛生研究所を有効性 。安全性の評価試験法の開発等の研究拠

点として位置付け、レギュラトリーサイエンス研究の強化・拡充を図る。

レギュラトリーサイエンスの成果の活用による審査等の迅速化・高度化
。レギュラトリーサイエンスの成果を医薬品。医療機器の評価ガイドライン (審

査等の方針)等へ反映させる。これにより、再生医療等の先端技術を活用し

た医薬品。医療機器について開発期間の短縮、審査等の迅速化・高度化も図

る取組みを強化する。

・新技術の未知のリスクに対する安全対策を強化するため、安全性情報が限ら

れる小児への使用情報の収集等を行う。

18



②グローバル化に対応したレギュラトリーサイエンスのアジアの拠点としての充実口強化(新

規)【重点化】                         48億 円
。世界同時の医薬品。医凍機器の開発と早期承認に向け、国際水準のレギュラトリ

ーサイエンスのアジア拠点機能を強化するため、アジア各国の規制当局から研修

員の受け入れを行うほか、海外の医薬品等の承認状況やエビデンス情報のデータ

ベース化を進め、審査の促進等を図る。

・医薬品・医療機器の生産のグローバル化に対応し、開発から生産まで一貫した安

全性を確保するため、レギュラトリーサイエンスに基づく現地査察体制の整備等

を行うとともに、個人輸入の増加による偽造医薬品等に対する啓発・監視を強化
―ケる。

(4)費用対効果を勘案した医療技術等の評価に関する研究 口調査 (新規 )

【重点化】 77百万円
。医療技術等の保険償還価格の設定に関し、さらなるイノベーションの評価や、開

発のインセンティブを確保 しつつ費用対効果を勘案 した技術等の評価を行 うため、

海外報告事例の調査や適応の可能性についての検討等を行 う。

困・格差対

○求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援

【一部復旧口復興】(再掲・15ページ参照) 1,665億円 (665億円)

○子どもの貧困対策支援の充実 (「貧困の連鎖」の防止)【重点化】 53億円
。生活保護世帯などの子どもやその親への養育相談・学習支援等を全国的に実施し、生

活保護世帯の子どもが大人になって再び生活保護を受給するといった 「貧困の連鎖」

の防止を図る。

○地域生活定着促進事業の実施【重点化】 13億円
。高齢又は障害により自立が困難な矯正施設退所者の社会復帰や地域生活への定着をよ

り促進するため、各都道府県の「地域生活定着支援センター」と保護観察所が協働し

て、入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う。
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○「福祉から就労」支援事業の拡充【一部復旧・復興】 49億円(28億円)
。自治体とハ ローワークの協定等による連携を基盤 とし、生活保護等の福祉給付受給者

を対象に、申請段階等からの早期アプロ…チ、求人開拓、能力開発を通じたマッチン

グや定着に向けたフォローアップ等就労支援の強化を図る。

0貧困・格差に関する指標の開発(新規) 3百万円
・貧困・格差対策の実施を総合的・継続的に把握し、施策に反映できるよう、各国の指

標を参考としながら、客観的な貧困・格差の指標を開発するため、検討会を開催する。

害者施

○良質な障害福祉サービスの確保 (一部新規)  7,247億 円 (6,342億円)
。障害者等が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスを計画的に

確保する。

※平成 24年度以降の福祉・介護職員の処遇改善の方策の在 り方については、予算編成

過程で検討。   .

〇地域生活支援事業の着実な実施 (一部新規)【一部重点化】
510億円(445億円)

。移動支援やコミュニケーション支援など障害児・者の地域生活を支援する事業につい

て、市町村等での事業の着実な実施や定着を図る。        1
。地域での相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの機能強化や成年後見

制度の利用を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援機能の強化など障

害児支援の充実を図る。

○障害福祉サービス提供体制の整備 (一部新規 )【一部重点化】【一部復旧口復興】
182億円(108億円)

。障害児・者の地域移行・地域定着支援や就労支援の充実を図るため、生活介護や就労

継続支援等の「日中活動の場」の基盤整備を推進するとともに、グループホーム等の

「住まいの場」の整備を推進する。

・基幹相談支援センターの設置を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援

機能の強イヒや障害児入所施設の小規模グループによる療育など障害児支援の充実を

図るための整備を推進する。

・災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児 。者の緊急の受入が可能

となる設備等を備えた防災拠点等の整備を推進する。
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○難病患者の生活支援等の推進 (一部新規 )【一部重点化】

2,062億円(1,995億円 )
。難病患者の経済的負担の軽減を図るため、医療費の助成を引き続き実施するとともに、

難病相談・支援センター (全国 47箇所)の運営等を通じ、地域での難病患者の生活

支援等を推進する。
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「重 点化措置」の施策体 系

<0新たなフ″ンティア及び成長戦略>

○ライフ・イノベーションの一体的な推進              388億 円

(1)個別重点分野の研究開発・実用化支援 (一部新規)      185億 円

国民のニーズの高いがん、B型肝炎、難治性・希少性疾患等について、診断法。治療

法や医薬品等を開発し、実用化に向けた取組を推進する。

①がん診断・治療研究の推進

難治性がん、小児がん等の希少がんを中心に、革新的診断法・治療薬の実用化のた

めの質の高い臨床試験を推進する。

②B型肝炎の創薬実用化研究等の推進
B型肝炎の画期的な新規治療薬の開発等を目指し、基盤技術の開発を含む創薬研究

や、治療薬としての実用化に向けた臨床研究等を総合的に推進する。

③気分障害の診断・治療研究の推進

うつ病などの気分障害の客観的な診断法や病態メカニズムに応じた効果的な治療

法の研究。開発を推進する。

④希少疾病用医薬品等の開発支援

極めて患者数の少ない希少疾病に効果のある医薬品。医療機器の開発に取り組む企

業への助成率の引上げ等、開発支援の充実を図る。

⑤再生医療、PS細胞研究等の推進
iPS細胞等ヒト幹細胞を用いた再生医療技術の基盤を構築するとともに、臨床応用

に向けた免疫拒絶対策等の研究、iPS細胞から分化。誘導した細胞による創薬。医薬

品の安全性評価への応用を推進する。

⑥個別化医療の推進

個人のゲノム情報に基づく個別化医療の推進に必要な基盤を整備するため、国立高

度専門医療研究センターが連携して、バイオバンク、大規模コホート研究を推進する。
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①臨床研究中核病院(仮称)の整備(新規)               51億 円

ニーズが高い分野の医薬品開発や医工連携による医療機器開発などについて中核

となる病院を定め、国際水準 (ICH―GCP(※)準拠)の臨床研究の実施や医師主導治

験の中心的役害」を担う基盤として、臨床研究中核病院 (仮称)を 10箇所整備する。
※ ICH CCP:日米EU医薬品規制調和国際会議による医薬品の臨床試験の実施基準

ICH (International Conference on Harmonization of Technical Requirements for

Registration of Pharmaceuticals for Hunlan Use)

CCP (Oood Clinical Practice)

②国際水準で実施する臨床研究等の支援(新規)             38億 円

臨床研究中核病院 (仮称)での国際水準 (IC卜GCP準拠)の臨床研究を支援すると

ともに、国立高度専門医療研究センターでの先端技術の実用化に向けた開発・臨床応

用研究等を支援する。

①革新的技術実用〔ヒのためのレギュラトリーサイエンス(※ )の推進による審査等の迅速

化・高度化と安全対策の充実。強化(新規)              108億 円

※レギュラ トリーサイエンス :科学技術の成果を人と社会に役立てることを目的に、根拠に基づく的

確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と社会との調和の

上で最も望ましい姿に調整するための科学。 (平成 23年 8月 19日 閣

議決定「科学技術基本計画」より)

ア 革新的新薬。新医療機器の倉1出に資するレギュラトリーサイエンスの推進

大学に寄付講座を設置することにより、レギュラトリーサイエンスに精通した

人材の育成等を行う。

また、独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMIDA)を薬事承認審査に必要な

ガイドライン策定等の研究拠点として位置付け、レギュラトリーサイエンス研究の

強化・拡充を図る。

さらに、国立医薬品食品衛生研究所を有効性 。安全陛の評価試験法の開発等の

研究拠点として位置付け、レギュラトリーサイエンス研究の強化 。拡充を図る。

イ レギュラトリーサイエンスの成果の活用による審査等の迅速化・高度化

レギュラトリーサイエンスの成果を医薬品・医療機器の評価ガイドライン (審

査等の方針)等へ反映させる。これにより、再生医療等の先端技術を活用した医薬

品。医療機器について開発期間の短縮、審査等の迅速化・高度化も図る取組みを強
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化する。

また、新技術の未知のリスクに対する安全対策を強化するため、安全性情報が

限られる」ヽ児への使用情報の収集等を行 う。

②グローバル化に対応したレギュラトリーサイエンスのアジアの拠点としての充実。強化(新

規)                              4.8億 円

世界同時の医薬品。医療機器の開発と早期承認に向け、国際水準のレギュラトリー

サイエンスのアジア拠点機能を強化するため、として、アジア各国の規制当局からの

研修員の受け入れを行うほか、海外の医薬品等の承認状況やエビデンス情報のデータ

ベース化を進め、審査の促進等を図る。

また、医薬品。医療機器の生産のグローバル化に対応し、開発から生産まで一貫し

た安全性を確保するため、レギュラトリ‐サイエンスに基づく現地査察体制の整備等

を行うとともに、個人輸入の増加による偽造医薬品等に対する啓発・監視を強化する。

(4)費用対効果を勘案した医療技術等の評価に関する研究・調査 (新規 )
77百万円

医療技術等の保険償還価格の設定に関し、さらなるイノベーションの評価や、開発の

インセンティブを確保しつつ費用対効果を勘案した技術等の評価を行うため、海外報

告事例の調査や適応の可能性についての検討等を行う。

○在宅医療 口介護の推進                   127億 円

87

今後、増加が見込まれる在宅療養者への質の高い在宅医療を提供できるよう、医師、

歯科医師、看護師、薬剤師などの専門職種ごとの研修を行うとともに、多職種協働で

地域において在宅医療を担う人材 (指導者)を養成するための研修を行うことにより、

在宅医療を担う人材の知識・技術の習得や向上を図る。

(2)実施拠点となる基盤の整備                89億 円

①在宅医療連携体制の推進                      31億 円

多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、医療と介護が連携した地域での

包括的かつ継続的な在宅医療の提供に向け、在宅医療を提供する医療機関等による連

携を地域や疾患の特性に応じて推進する。
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②在宅医療を提供する拠点薬局の整備 (新規)            20億 円

がん患者等の在宅医療を推進するため、高い無菌性が求められる注射薬や輸液な

どを身近な薬局で調剤できるよう、地域拠,点薬局の無菌調剤室の共同利用体制を構築

する。

③栄養ケア活動の支援(新規)                     27億 円

栄養ケアの支援体制を構築するため、地域で栄養ケアを担う管理栄養士等の人材

の確保、関係機関等と連携した先駆的活動を行うNPO法人等の取組の推進を図る。

④在宅サービス拠点の充実(新規)                35億 円の内数

小規模多機能型居宅介護と訪問看護のサービスを組み合わせた「複合型サービス

事業所」、訪問介護と訪問看護が密接に連携した「定期巡回。随時対応サービス」の

普及を図るとともに、訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置

を図る。

⑤l氏所得高齢者の住まい対策(新規)               35億 円の内数

低所得高齢者が住み慣れた地域で、自立した生活を続けられるよう、小規模な養護

老人ホームの整備等を推進するとともに、養護老人ホームや軽費老人ホームの個室化

等の推進を図る。

(3)個別の疾患等に対応したサービスの充実・支援         29億 円

①国立高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推進のための研究事業(新規)

16億円

国立高度専門医療研究センターを中心とした、がんや精神疾患など、在宅患者の

個別の疾患それぞれの特性に応じた在宅医療を推進するための研究を実施する。

②在宅医療推進のための医療機器の承認の促進 (新規)       14百 万円

在宅医療の現場で必要とされている医療機器について、その特性を踏まえた迅速

な薬事承認のための評価指針の策定等を進める。

③在宅医療推進のための看護業務の安全性等の検証 (新規)       92百 万円
患者・家族が希望する在宅医療を実現するため、専門的な臨床実践能力を有する

看護師が医師の包括的指示を受け、看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、業務

の安全性や効果の検証を行う。
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④在宅介護者への歯科口腔保健の推進 (新規)             46億 円

在宅療養者の健康の保持・向上を図るため、在宅介護者 (在宅療養者を介護する

家族等)への歯科口腔保健 (歯科疾患の予防に向けた取組み等による口腔の健康の保

持)の知識等について普及啓発などを行う口腔保健支援センターを各都道府県に整備

する。

⑤在宅緩和ケア地域連携事業(新規)                 36億 円

在宅緩和ケアの地域連携体制を構築するため、がん診療連携拠点病院が都道府県

と連携して二次医療圏内の在宅療養支援を行う医療機関の協カリストを作成すると

ともに、同圏内の在宅緩和ケアを専門とする医師等と協力して在宅療養支援を行う医

師等に対して在宅緩和ケアに関する知識と技術の研修を実施する。

⑥難病患者の在宅医療・介護の充実・強化事業(新規)          1.5億 円

在宅医療・介護を必要とする難病患者が安心 。安全な生活を営めるよう、在宅難

病患者の日常生活支援の強化のため、医療・介護従事者研修の実施や、災害時の緊急

対応に備え、重症神経難病患者の受入機関確保のための全国専門医療機関ネットワー

クの構築等を通じて包括的な支援体制の充実・強化を図る。

⑦HIV感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業(新規)     13億 円
HIV治療の進歩により長期存命が可能となった HIV感染者・エイズ患者の在宅医
療・介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪問介護職員への実地研修、かかりつ

け医や地域の歯科医への講習会、医療・介護従事者向けの普及啓発等を実施する。

③在宅での疼痛緩和のための医療用麻薬の適正使用の推進f折規)    60百 万円
在宅患者のニーズに合った在宅緩和ケアを遅滞なく提供できるよう、地域単位で

の医療用麻薬の在庫管理システムを開発・活用したモデル事業等を実施するとともに、

医療用麻薬の適正使用の推進に向けた普及啓発を行う。

③薬物依存者の治療と社会復帰のための支援(新規)          61百 万円

薬物依存者の治療と社会復帰に向けた取組みを支援するため、薬物乱用離脱相談

等に関するマニュアル整備、関係機関間の連携、薬物依存者の家族間の情報交換・連

携強化等のモデル事業を実施する。

26



○「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 (新規)       124億 円

待機児童解消に先駆的に取り組む白治体を対象に実施している「待機児童解消「先

取り」プロジェクト」について、現在検討中の「子ども。子育て新システム」を踏ま

え、対象を待機児童のいる全ての自治体にまで拡大するとともに、グループ型小規模

保育事業での緊急時の安全対策等を管理する人の配置に要する経費や職員の配置等の

基準を満たす認可外保育施設の開設準備に要する経費等について、新たに財政支援を

行う。

また、「地方版子ども・子育て会議」の設置や小規模かつ多機能な保育事業の実施に

より、保育サービスの供給が不足している地域にきめ細かく対応するモデル事業を創

設する。                '

○医療情報連携の基盤の整備 (新規)              20億 円

医療機関が診療データを標準的な形式で外部保存し、連携する医療機関においてデ

ータの相互閲覧を可能とするとともに、災害時等にはバックアップとしても利用可能

となる医療情報連携・保全基盤を整備する。

<0葬 義 雇用などのス″育成>

○ライフロイノベーションの一体的な推進 (再掲・22ページ参照) 388億円

○「大学 生現役就職促進プロジェクト(仮 称 )」 の推進 (新規 )  64億 円

大学の未就職卒業者等の減少を図り、将来の日本を担う人材として育成するため、
「新卒応援ハローワーク」を拠点としてジョブサポーターを配置し、主に現役大学生

を対象に、ジョブサポーターの大学への恒常的な出張相談や、大学等の協力を得て未

内定者の全員登録・集中支援などを行う「大学生現役就職促進プロジェクト (仮称)」

を実施する。

O新蔓業展囲地域人材育成支援事業 (仮称)の推進 (新規)      2億 円

地域で業界団体等が産学官連携による協議会を開催し、企業に対して新事業展開に

必要な教育副練カリキュラムを開発・実施すること等により、地域の活性化を図る観

点で地場産業を支える企業の人材育成支援を行う。

○「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 (再掲・上記参照)  124億 円

27



<0地域活協少

○在宅医療“介護の推進 (再掲・24ページ参照) 127億円

○「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 (再掲・27ページ参照)124億 円

○障害児・者の地域移行日地域生活のための安心支援体制整備の実施 (一部新

規)                         129億 円

障害があっても、自ら選んだ地域で暮らしていけるよう、施設や病院からの地域移

行を進め、地域生活の支援を充実するため、①移動支援やコミュニケーション支援等

の必須事業について、自治体の取り組みを推進するための国の支援の充実、②地域に

おける相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの整備促進や成年後見制

度利用支援事業の促進、③児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所

施設の小規模グループによる療育など障害児支援の充実、を図ることにより障害児・

者に対する安心支援体制を整備する。

<0安小 `安全を分の実現>

○ライフ・イノベーションの一体的な推進 (再掲・22ページ参照)

○在宅医療口介護の推進 (再掲・24ページ参照)

3881意円

127億円

○「待機児童解消「先取りJプロジェクト」の強化 (再掲・27ぺ∵ジ参照)124億 円

〇小児がん拠点病院の機能強化 (新規)            5.4億 円

小児がん対策を推進するため、診療や緩和ケアを行うがん医療従事者の育成、小児

がん患者への相談支援や療育環境を確保するためのプレイルームの運営等、必要な財

政支援を実施する。
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○新型インフルエンザ対策の強化 (新規)            134億 円

今般改定された新型インフルエンザ対策行動計画で、新型インフルエンザ発生時に

は、地域の発生状況に応じ都道府県ごとに実施すべき対策を判断するとされたことを

踏まえ、発生時の迅速な対応に備え、国と都道府県等が危機管理の観点から連携強化

を図り、対策の準備を行う。また、抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデミック

ワクチンの計画的かつ安定的な備蓄等を行う。

○医療情報連携の基盤の整備 (新規)(再掲・27ページ参照) 20億円

○「貧困の連鎖」の防止                     66億 円

(1)子どもの貧困対策支援の充実 (「貧困の連鎖」の防止)     53億 円

生活保護世帯などの子どもやその親への養育相談・学習支援等を全国的に実施する

ことにより、生活保護世帯の子どもが大人になって再び生活保護を受給するといつた
「貧困の連鎖」の防止を図る。

(2)地域生活定着促進事業の実施                13億 円

高齢又は障害により自立が困難な矯正施設退所者の社会復帰や地域生活への定着を

より促進するため、各都道府県の「地域生活定着支援センター」と保護観察所が協働

して、入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う。

○障害児口者の地域移行日地域生活のための安心支援体制整備の実施 (一部新

規)(再掲・28ページ参照) 129億円
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東 日本大震災復 旧・復興関連施策

<第 7 ″戦tこお″る著ち ιの再生>

O求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援
450億円(うち【復旧“復興】124億円)

。東 日本大震災の影響による全国的な雇用の悪化への対応を含め、「求職者支援制度Jによ
り、雇用保険を受給できない求職者に対し、求職者が新たな職業能力や技術を身につける

ための職業印1練を実施するとともに、引1練期間中の生活を支援するための給付金を支給す

ること等により、求職者の早期の就職支援を行 う。

※国庫負担金の本則 (1/2)復帰に係る経費については、予算編成過程で検討。

○「福祉から就労」支援事業の拡充      24億 円(うち【復旧・復興】12億円)
。自治体とハローワークの協定等による連携を基盤とし、生活保護等の福祉給付受給者を対
象に、申請段階等からの早期アプ●―チ、求人開拓、能力開発を通じたマッチングや定着
に向けたフォローアップ等就労支援の強化を図る。

○新規学校卒業者等に対する就職支援の強化について

8.9億円(うち【復旧・復興】4.4億円)
。来春以降の新規学校卒業者等については、東日本大震災の影響により特に被災地域の就職

環境が厳 しい状況であることが見込まれるため、被災地域を中心に重点的にジョブサポー

ターを配置 し、学校との連携を強化し新卒者等の支援を行 う。

・就職面接機会の継続的な提供を行える体制を整備し、各種就職面接会を実施し、多くの就

職機会の提供を図る。

○子どもの心のケアの支援体制の構築【復旧口復興】 12億円
。東日本大震災により被災した子どもの心のケアなどの支援体制を構築するため、巡回支援

等を行 う専門家 (医師、心理担当職員、保育士等)の被災自治体への配置、専門家派遣の
支援体市1の整備などを行う。
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O災害時心のケア支援体制の整備(新規 ) 1.3億円
・事故・災害等の被害者への心のケアの対策を推進するため、各都道府県で、精神科医師等

で構成する「′いのケアチーム」の設置等を行い、日常的な相談体制の強化や事故・災害等

発生時の緊急対応体制の強化を図る。

・大規模 自然災害発生時の心のケア対応として、「ッいのケアチーム」を迅速かつ円滑に派遣

し、ニーズに応 じた活動を効率的かつ継続的に実施するため、連絡調整業務の中核となる

全国的な機関を設置し、東日本大震災被災者への継続的な対応や今後の災害発生に備えた

体制を整備する。

○化学物質安全対策の推進 (新規)【復旧・復興】 2億円
・住宅の建築資材や購入 した家具等から放散する可能性のある化学物質による居宅内の空気

汚染状況を調査 し、被災した人々の安心・安全な居住環境確保に向けた支援を行 う。

O児童福祉施設等の事業復旧に係る再開準備経費等の支援【復旧・復興】 10億円
。東日本大震災により被災した児童福祉施設等の事業再開のために必要な備品・設備等の復

旧費用について財政支援を行 う。

○水道施設の復旧口復興(新規)【復旧口復興】 1,0491意円
・東日本大震災の津波等で甚大な被害を受けた地域で、都市計画の見直しを伴うなど、通常

の原形復 1日では対応できない水道施設の復 1日・復興を図る。

O災害救助法による災害救助【復旧・復興】         589億 円(2億円)
。東日本大震災による被災者の方々の住居の安定を図るなど、応急救助に必要な経費を負担

する。

○電力需給対策に対応した休日保育等の提供【復旧・復興】       36億 円
。電力需給対策の実施に伴 う企業等の早朝・夜間や休日への就業時間等の変更により、休 日

保育等が必要となる児童に保育サービス等を提供する。

○被災した母子家庭等への経済的支援【復旧口復興】 8億円
。東日本大震災で被災した母子家庭等に対し、母子寡婦福祉貸付金による経済的支援を行 う。
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○被災した生活衛生関係営業者への支援(新規)【復旧・復興】     1.4億 円
・東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被災 した営業者の営

業再開を支援する。

○東日本大震災復旧・復興工事に係る安全衛生確保支援対策 (一部新規 )

3.3億円 (うち【復旧・復興】25百万円)(2.3億円 )
。東日本大震災の被災地の一日も早い復旧・復興工事を安全に成し遂げるため、岩手県、宮

城県、福島県にアスベストばく露防止対策を含めた安全衛生対策の実施拠′点を設置し、安

仝専門家による巡回指導、未熟練労働者への安全衛生教育等を実施する。
,復旧・復興工事現場におけるアスベスト濃度の簡易測定方法の開発、被災した化学プラン

トに関する調査、復旧・復興工事に伴う労働災害の分析及び予防対策に関する調査研究を

行う。

○ねんりんピック宮城・仙台大会への支援
・平成24年度に宮城県と仙台市で開催される
て、東日本大震災からの「復興」と「感謝」
行う。

2.1億円 (87百万円 )
「全国健康福祉祭 (ねんりんピック)」 につい

を PRする大会として開催するための支援を

<第2 原子力災庁ン1らの復興>

○食品中の放射性物質対策の推進(一部新規)【復旧口復興】 3.8億円
・食品中の放射性物質対策について、暫定規制値に代わり新たに設定する規制値を継続的に

検証するとともに、白治体の行 うモニタリング検査にカロえ、国においても流通段階での買

上調査を実施するなどの対策を推進する。

○放射性物質による食品等の汚染に対する取組みへのWHO等による支援(新規)
【復旧・復興】 3.6億円
・ⅧOや国際がん研究機関 (IARC)が食品等に関する検査等に対して助言、客観的な評価、

諸外国から信頼される情報発信等の支援を行 うに当たり必要な費用を拠出する。
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○東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策 (一部新規 )

6.2億円
。東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への被ばく防護措置等について立入調査等による

適切な指導を行う。また、被ばく線量等管理データベースを運用するとともに、緊急作業

従事者に対する健康相談や保健指導を行うほか、一定の被ばく線量を超えた者に対しがん

検診等を実施する。

<弟
‐
θ 今グの鰐 への″琥>

○災害医療体制の強化 2億円(1.5億円)
・災害時に被災県や被災県内の災害拠点病院との連絡調整等を担 う災害派遣医療チーム

(DMAT)事務局の体制を強化するとともに、被災地で物資調達、情報収集や連絡調整など

の取 りまとめ役を担うDttT隊員を養成する。
。「広域災害 。救急医療情報システム (EMIS)」 について、DMATの活動状況や広域にわたる患

者搬送などの機能強化を図る。

○災害時の障害福祉サービス提供体制の整備 (新規)【復旧・復興】 53億円
・災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児 。者の緊急の受入が可能とな

る設備等を備えた防災拠,点等の整備を推進する。

〇災害時心のケア支援体制の整備 (新規)(再掲・31ページ参照)

○発達障害者への災害時支援(新規)【復旧・復興】

1.3億円

45百万円
。発達障害者支援センター等の関係機関の連携による災害時の対応や避難場所の確保などの

災害時の支援に効果的な方法等のマニュアルを作成する。

○水道施設の防災対策【復旧・復興】 180億円(221億円の内数)
・東 日本大震災を教訓として、東海地震や東南海 。南海地震など、大地震の切迫性が高いこ

とが想定される地域での水道施設の耐震化・広域化を推進する。
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○東日本大震災からの復興のための雇用労働対策を国際公共財として発信 (新規 )

【復旧・復興】 1.2億円
1被災地の雇用労働問題や官民による対策を、国際公共財 として自然災害が多いアジアの途

上国等と共有するために、ILOが行う調査・分析や情報発信に必要な費用を拠出する。
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すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもの健やかな育ちを社会全体で支援

するため、子育てに係る支援策を充実させるなど、総合的な子ども・子育て支援を推進する。

1子どものための現金給付制度
1兆3,940億円(2兆77億円)

(1)子どものための現金給付 1兆3,416億円(1兆97577億円 )
平成 24年度以降の子 どものための現金給付制度については、「平成二十三年度にお

ける子 ども手当の支給等に関する特別措置法」附則第 2条の規定等に基づき、同法に

規定す る子 ども手当の額等を基に、児童手当法に所要の改正を行 うことを基本 として

法制上の措置を講ずる。

(注 1)所得制限世帯への措置を含めた制度の在り方については、予算編成過程で検討し、結論を

得る。

(注 2)概算要求額については、平成 23年度予算の負担ルール (子ども手当の一部として、児童

手当法に基づく児童手当を支給し、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、

国、地方、事業主が費用を負担)を当てはめて国庫負担額を要求。財源構成等については、

予算編成過程で検討し、結論を得る。

(2)地方での子育て支援サービスの拡充等のための交付金の交付

524億円(500億円)
地方独自の子育て支援サービスの拡充のための事業や、「子ども・子育てビジョン」

の実現に向けた地域子育て支援拠点や一時預かりなどの設置促進等に対して、交付金

を交付する。

※ 「待機児童解消「先取り」
述次ページ参照。

プロジェクト」の強化に要する費用については、後
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2待機児童の解消などに向けた取組  4,8η O億円(4,490億円)

(1)待機児童解消策の推進など保育サービスの充実
4,322億円 (4,082億円 )

待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数の拡大を図る。また、保護者や

地域の実情に応じた多様な保育サービスを提供するため、延長保育(54.9万人→58.0

万人)、 休日・夜間保育 (休日:9万人→10万人、夜間 :196箇所→224箇所)、 病児。

病後児保育 (延べ 1155万人→延べ 143.7万人)な どの充実を図る。

(2)放課後児童対策の充実 317億円(308億円)
総合的な放課後児童対策 (放課後子どもプラン)の着実な推進を図るとともに、保育

サービスの利用者が就学後に引き続きサービスを受けられるよう、放課後児童クラブの

箇所数の増 (25,591箇所→26,310箇所)を図る。

(3)「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 (新規 )【重点化】

124億円 (100億円 )
待機児童解消に先駆的に取り組む自治体を対象に実施している「待機児童解消「先

取り」プロジェクト」にもぃて、現在検討中の「子ども。子育て新システム」を踏ま

え、対象を待機児童のいる全ての自治体にまで拡大するとともに、グルこプ型小規模

保育事業での緊急時の安全対策等を管理する人の配置に要する経費や職員の配置等の

基準を満たす認可外保育施設の開設準備に要する経費等について、新たに財政支援を

イ了う。

また、「地方版子ども。子育て会議」の設置や小規模かつ多機能な保育事業の実施に

より、保育サービスの供給が不足している地域にきめ細かく対応するモデル事業を創

設する。

(4)電力需給対策に対応した休日保育等の提供【復旧″復興】    36億 円
電力需給対策の実施に伴う企業等の早朝。夜間や休日への就業時間等の変更により、

休日保育等が必要となる児童に保育サービス等を提供する。

(5)児童福祉施設等の事業復旧に係る再開準備経費等の支援【復旧"復興】
10億円

東 日本大震災により被災した児童福祉施設等の事業再開のために必要な備品 。設備

の復旧費用について財政支援を行 う。
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3児童虐待への対応、社会的養護の充実など
995億円(945億円)

(1)虐待を受けた子ども等への支援          925億 円 (889億円 )

①児童虐待防止対策の強化等(一部新規)

児童の権利利益を擁護する観点から、本年 5月 に成立した「民法等の一部を改正

する法律」により親権制度等の見直しが行われたことに伴い、保護者指導や児童相談

所の法的対応の強化を図るとともに、法人等による未成年後見人制度の普及促進等を

図るため、新たに支援制度 (未成年後見人に対する報酬や未成年後見人がカロ入する損

害賠償保険料の補助)の創設等を行う。

②家庭的養護の推進 (一部新規)

児童養護施設等の小規模化・地域分散化を図り、家庭的養護への転換を推進する

ため、里親への委託や、ファミリーホーム (80箇所→120箇所)、 小規模グループケ

ア (713箇所→743箇所)、 地域小規模児童養護施設 (210箇所→240箇所)の増を図

るとともに、既存の建物の賃借料の措置費算定を行うことにより、賃貸によるファミ

リーホーム等の実施を推進する。

また、施設に地域支援の拠点機能を持たせ、里親やファミリーホームヘの支援を

行う里親支援担当職員を配置する。

③被虐待児童等への支援の充実(一部新規)

社会的養護の施設等でのケアの充実を図るため、平L児院に配置する被虐待児等個

別対応職員の配置の拡充、児童養護施設等の第二者評価の受審とその結果の公表の義

務化に伴う経費の措置費算定、一時保護所への看護師の配置や里親への一時保護委託

費の充実、児童家庭支援センターの箇所数の増 (108箇所→112箇所)や心理療法担

当職員の常勤化の推進 (26箇所→50箇所)を図るとともに、児童養護施設等の人員

配置の段階的な引上げについて検討する。

④要保護児童の自立支援の充実 (一部新規)

児童養護施設等を退所する児童の自立支援の充実を図るため、児童の就職や大学

等進学時の自立生活支度費の充実、自立に役立つ資格取得に要する経費の支給や母子

生活支援施設に入所している児童の進学時に要する経費の支給を行うとともに、自立

援助ホームの箇所数の増 (93箇所→115箇所)等を行う。
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⑤児童虐待防止医療ネットワークの推進(新規)

地域の医療機関が連携して虐待の早期発見・介入等の対応を行う虐待防止体制の

整備を図るため、都道府県の中核的な小児救急病院等に虐待専門コーディネーターを

配置し、地域の医療機関への研修、助言等を行う。

(2)配偶者からの暴力 (DV)防止            58億 円 (56億円 )

配偶者からの暴力 (DV)被害者に対して、婦人相談所等で行う相談、保護、自立
支援等の取組を推進する。

(3)子どもの心のケアの支援体制の構築【復旧口復興】 12億円

東日本大震災により被災した子どもの心のケアなどの支援体制を構築するため、巡

回支援等を行う専門家 (医師、心理担当職員、保育士等)の被災自治体への配置、専

門家派遣の支援体制の整備などを行う。

4ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進       _
1,946億円(1,887億円)

(1)ひとり親家庭の就業・生活支援等の推進 37億円(36億円)
母子家庭の母等への就業支援を中心とした総合的な自立支援施策を推進するととも

に、養育費の確保や面会交流の支援、学習ボランティアによる児童の学習支援の推進

を図る。

(2)女性の就業希望の実現 (再掲・42ページ参照 ) 23億円(22億円)

(3)自立を促進するための経済的支援(一部新規)1,869億円(1,819億円)
ひとり親家庭の自立を支援するために支給する児童扶養手当について、配偶者から

の暴力 (DV)被害者はミ裁判所の保護命令が発令される等の要件により支給対象と
する。

また、母子家庭や寡婦の自立を促進するため、技能取得等に必要な資金の貸付けを

行う母子寡婦福祉貸付金による経済的支援を行う。

(4)被災した母子家庭等への経済的支援【復旧・復興】 8億円

東日本大震災で被災した母子家庭等に対し、母子寡婦福祉貸付金による経済的支援

を行う。
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5母子保健医療対策の推進 275億円(262億円)

(1)不妊治療等への支援               107億 円 (99億円 )

医療保険が適用されず、高額の治療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の

一部を助成し、経済的負担の軽減を図る。

また、不育症に悩む人への相談体制の充実を図るとともに、HTLV l(ヒ トT細胞白

血病ウイルス 1型)の母子感染に関する保健指導の推進を図る。

(2)小児の慢性疾患等への支援           165億 円 (161億円 )
小児期に小児がんなどの特定の疾患に罹患し、長期間の療養を必要とする児童等の

健全育成を図るため、その治療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の負担

を軽減する。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施する。

6育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備 (「仕事と
家庭の両立実現化プログラム」の充実)(再掲・42ページ参照 )

95億円(97億円)

40



労働市場への「参加保障」の理念により、できる限り多〈の人が働きがいのある人間らしい

仕事ができるよう、若者・女性・高齢者・障害者の就労促進、東日本大震災後の産業構造の

変化等を踏まえた公的職業訓練の推進、就職困難者等すべての求職者の就労に向けた重

層的なセーフティネットの構築による積極的な就労・生活支援対策の展開等を行う。

1 若者口女性日高齢者口障害者の就労促進による「全員参加型社
会」の実現 1,052億円(1,000億円)

(1)若者の安定雇用の確保 (「若者雇用戦略」の推進) 382億 円(344億円)
①「大学生現役就職促進プロジェクト(仮称)」の推進等(新規)【一部復旧・復興】【一部重点

化】 136億円

大学の未就職卒業者等の減少を図 り、将来の日本を担う人材 として育成するため、

「新卒応援ハローワーク」を拠点としてジョブサポーターを配置 し、主に現役大学生

を対象に、ジョブサポーターの大学への恒常的な出張相談や、大学等の協力を得て未

内定者の全員登録・集中支援などを行 う「大学生現役就職促進プロジェク ト (仮称 )」

を実施す る。また、東日本大震災の影響により非常に厳しい就職環境にある被災地の

新卒者 。既卒者等への就職支援を強化する。

②「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化(一部新規)

95億円(46億円)

個別支援など専門的支援を中核として、 トライアル雇用の活用や職業訓練の活用
促進等により、就職氷河期世代も含めたフリーター等の就職支援を一層強化する「若

者ステップアッププログラム」を推進する。特に、大都市部には、その効果的な実施

のための拠点を設置する。

③ニート等の若者の職業的自立支援の強化 20億円(20億円)
「地域若者サポートステーション事業」の設置拠点を拡充 (110箇所→115箇所)

するとともに、アウトリーチ (訪問支援)に よる支援窓口への誘導体制を整備し、ニ
ニト等の若者の職業的自立支援を強化する。
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④キヤリア教育の推進 14百万円(16百万円 )

教育行政と連携しながらキャリア・コンサルティングの手法を活用し、大学等の

高等教育機関でキャリア教育を効果的に指導することができる専門人材を養成する。

(2)女性の就業の拡大 (就業率の M字カーブの解消)  123億 円(125億円 )
①男女雇用機会均等対策の推進 5.3億円(5.6億 円)

男女雇用機会均等法に基づく配置・昇進等の性差別禁上に関する事業主指導やセ

クシュアルハラスメン ト対策の充実を図るとともに、男女の均等度合いを企業労使で

把IFtし 、女性の活躍促進のためのポジティブ・アクションにつなげるためのシステム

づくり (均等の見える化)や、ロールモデル、メンター制度など若い女性が将来のビ

ジョンを描けるための支援を推進する。

②女性の就業希望の実現                   23億 円(22億 円)

子育て中の女性等がその能力を発揮できる職場を確保できるよう、マザ
~ズハロ

ーワーク事業の設置拠点を拡充 (168箇所→173箇所)するなど、マザーズハローワ
ーク事業の一層の強化等を図る。

③育児休業、介護体業等を利用しやすい職場環境の整備(「仕事と家庭の両立実現化プロ

グラム」の充実)                     95億 円(97億円)

企業での仕事と家庭の両立を実現するため、両立支援に取り組む事業主等への助

成措置、両立支援に関する雇用管理改善事業、男性の育児休業取得促進事業、一般事

業主行動計画の策定・実施・認定支援、育児休業取得等に関する不利益取扱いの防止

等のための体制整備等を引き続き実施するとともに、仕事と介護の両立の在り方につ

いての検討を行う。                     ヽ

(3)高齢者の就労促進 (「生涯現役社会」の実現))

①希望者全員の65歳までの雇用確保(一部新規)

316億円 (303億円)
20億円(9億円)

公的年金支給開始年齢 (報酬比例部分)の 65歳への引上げが平成25年度から開始
されることに伴い、65歳まで希望者全員の雇用が確実に確保されるよう、労働政策審

議会の議論を踏まえ、市1度的な対応を検討するとともに、企業の取組への必要な支援

等を行う。

②「70歳まで働ける企業」の積極的普及 142億円 (138億円)

年齢にかかわりなく意欲と能力に応じて働くことができる生涯現役社会の実現を

目指し、「70歳まで働ける企業」の普及に向けた支援を充実する。
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③高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大 125億円(1251意円)

シルバー人材センターの活用等により、定年退職後等の高齢者の多様な就業ニー

ズに応じた就業機会を確保する。

(4)障害者の就労促進(障害者が誇りと生きがいを持つて働ける社会の実現)

230億円(228億円 )
82億円(77億円)①雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の吏なる強化

中小企業に重 ,点を置いた雇用率達成指導や就職面接会を実施するとともに、雇用

と福祉の連携のための「障害者就業・生活支援センター」の拡充 (322箇所→327箇所)・

機能強イヒを図る。

②障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実=強化 29億円(29億 円)

ハローワークでの精神障害者や発達障害者への支援体制の充実を図る。また、在

宅就業障害者への支援の充実を図る。

③障害者の職業能力開発支援の推進 55億円(56億 円)

障害者職業能力開発施設で障害者の障害特性やニーズに応 じた訓練を推進するほ

か、就業経験がない人等を対象とした「障害者向けデュアルシステム」で、引1練開始

前の準備段階から修了後の就職支援までの総合的 。専門的なパッケージ支援を行 う

「障害者職業引1練コーチ (仮称 )」 を配置するなど、障害者の態様に応 じた多様な委

託訓練の充実を図る。

2日本の成長力を支える人材の育成 2,958億円(1,979億円)

(1)成長分野・ものづくり分野等の人材育成の推進 2,781億円 (1,791億円)
①成長分野の人材育成の推進(一部新規)(一部後述・44ページ参照)

2,244億 円(1,238億円)

介護・福祉、医療、子育て、情報通信等の成長分野について、民間教育〕1練機関

等を活用した実践的な公共職業訓練及び求職者支援訊1練を推進するとともに、ヨ1練修

了者への就職支援を強化する。

また、環境 。エネルギー分野など、今後新規に成長が期待される分野で、事業主

等への委託による職場での実施を主体とした実践的な職業能力を付与する職業副1練

の実施 (成長分野人材育成プログラム (仮称))を推進するとともに、事業主団体、

大学等高等教育訓練機関と連携し、カリキュラムの開発等を行う。
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②新事業展開地域人材育成支援事業(仮称)の推進(新規)【重点化】 2億円

地域で業界団体等が産学官連携による協議会を開催し、企業に対して新事業展開

に必要な教育司‖練カリキュラムを開発・実施すること等により、地域の活性化を図る

観点で地場産業を支える企業の人材育成支援を行う。

③ものづくり分野等の人材育成の推進 529億円 (546億円)
日本の基幹産業であり国際競争力を有するものづくり分野について、地域や産業

ニーズを踏まえつつ、最先端の技術革新にも対応した訓練を実施し、ものづくり分野

を担う人材育成を推進する。

④ものづくり立国の推進 64億円(7 1億円)
技能の魅力や重要性を啓発し、ものづくり人材の確保 。育成につなげてい く観′ほ

から、各種技能競技大会の充実、熟練技能者 (企業 OB等)による中小企業等の若手
社員等への技能講習の実施、伝統技能の継承 。発展や新たな産業の振興に寄与するな

ど卓越 した技能を有する技能者への表彰等を行 う。

(2)雇用のセーフティネットとしての職業能力開発支援の推進

2,230億円(1,233億円)
①離職者への公共職業訓練(委託訓練等)の推進 460億円(461億円)

雇用のセーフティネットとして、離職者に対して成長分野等の公共職業訓練 (委

託訓練等)を的確に実施するとともに、訓練修了者への就職支援を強化する。

②求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援【一部復旧・復興】

1,665億円(665億円)

東 日本大震災の影響による全国的な雇用の悪化への対応を含め、「求職者支援制

度」により、雇用保険を受給できない求職者に対し、求職者が新たな職業能力や技術

を身につけるための職業訓練を実施するとともに、訓練期間中の生活を支援するため

の給付金を支給すること等により、求職者の早期の就職支援を行う。

※ うち国庫負担金の労働保険特別会計雇用勘定への繰り入れ428億円を計上。
※ 国庫負担金の本則 (1/2)復帰に係る経費については、予算編成過程で検討。

③ジョブ・カード制度の推進 105億円(107億円)

非正規労働者等のキャリア・アップのための有効なツールである「ジョブ・カー

ド」について、対象となる司‖練を公的な訓練全般 (公共職業訓練や求職者支援制度に

よる訓練)に拡大する。また、求職者と求人企業とのマッチングでの「ジョブ。カー
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ド」の活用の促進や、「ジョブ・カー ド普及サポーター企業」の開拓等により、「ジョ

ブ・カー ド」の取得促進を図る。

職種ごとに必要とされる能力要件を明確化 した 「職業能力評価基準」の策定を推

進する。また、。策定済みの「職業能力評価基準Jを用いて、人材育成 。評価のための

ツール (キャリアマップ、職業能力評価シー ト)の開発・導入を進めながら、社内検
定や業界検定につなげるなどしてt能力評価システムの開発。構築を一体的に進める。

②技能検定制度の整備 15億円 (15億円)

社会的ニーズを踏まえた「技能検定」職種の統廃合等の推進、民間機関の活力の

活用促進、産業技術の高度化等に対応した検定基準の見直しを引き続き実施する。

(4)職業生涯を通じたキャリア形成支援の一層の推進   123億 円 (124億円)
①労働者・企業の職業能力開発への支援 106億円(104億円)
企業内での労働者のキャリア形成を効果的に促進するとともに、国内外にわたる

企業活動の活性化に資するため、事業主が労働者に対して職業引1練を実施する場合や

労働者の 自発的な職業能力開発を支援する場合に、「キャリア形成促進助成金」によ

り、必要な経費等の助成を行 う。

また、キャリア形成支援に取 り組む企業の倉J出促進のため、キャリア形成支援に

係る課題の明確化・専門的助言や情報提供、職業能力開発推進者を対象とした講習の

実施に併せて、キャリア形成支援の好事例を表彰するなど、総合的な取組を展開する。

②キヤリア・コンサルティングの活用促進 1 3億円(1 1億円)

キャリア・コンサルタントの指導者養成等によるキャリア・コンサルタントの専

門性の向上、「ジョブ・カード」交付の担い手を養成する「ジョブ・カード講習」の

拡充実施等により、キャリア・コンサルタントの体系的な養成や質の向上を図るとと

もに、キャリア・コンサルタントの情報提供体市1を整備し、キャリア・コンサルティ

ングの活用を促進する。

(3)職業能力の評価システムの整備

①職業能力評価基準の整備や活用促進

17億円 (18億円)
2.5億円(29億円)

14百万円(16百万円)

16億円(18億円)

ア形成支援の観′点から、対象者を中小

③キヤリア教育の推進(再掲,42ページ参照)

④ジョブ・カード制度の対象者の拡大(一部新規)
「ジョブ・カード制度」について、キャリ

企業等の在職労働者や大学生等に拡大する。
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3地方自治体や民間と連携した重層的なセーフティネットの構築
6:411億円(7,009億円)

(1)雇用のセーフティネットの推進 6,030億円(6,747億円)
①雇用調整助成金を活用した企業の雇用維持努力への支援の実施

2,115億円(3,92フ 億円)

雇用調整助成金や中小企業緊急雇用安定助成金を活用し、引き続き労働者の雇用

の維持に取り組む事業主を支援する。

②雇用保険制度によるセーフティネットの確保 2,249億 円(2,156億円)

リーマン・ショック以降の雇用失業情勢の悪化に対応するための給付日数の延長

(個別延長給付)等の暫定措置 (平成23年度末までの措置)等について、労働政策審

議会の議論を踏まえ検討し、必要な措置を講ずる。

※ 国庫負担金の本則 (1/4)復帰に係る経費については、予算編成過程で検討。
※ 失業等給付費として、2兆 1,501億円 (2兆 298億円)を計上。

③求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援【一部復旧・復興】

(再掲・44ページ参照)

(2)地方自治体との連携による雇用対策の推進

①「福祉から就労」支援事業の拡充【一部復旧・復興】

1,665億円(665億円)

375億円 (262億円 )
49億円(28億円)

東日本大震災の影響等による生活保護受給者の急増を踏まえ、自治体とハローワ

ークの協定等による連携を基盤とし、福祉給付受給者を対象に、受給申請等の段階か

らの早期アプローチ、求人開拓、能力開発を通じたマッチングや定着に向けたフォロ

ーアップ等を重点に就労支援の強化を図る。

②地域の創意工夫を活かした雇用創造の推進         289億 円(234億円)
「雇用創出基金事業」による雇用創出を促進するとともに、実践的な人材育成を

支援する「地域雇用創造推進事業」と育成された人材を雇用し地域を活性化させる「地

域雇用信J造実現事業」を統合して、「実践型地域雇用創造事業 (仮称)」 として一体的

に実施すること等により、雇用創造効果の向上を図る.
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③地方自治体とハローワークの協定に基づく一体的実施の推進(新規)    38億 円
地域主権改革の「アクション・プラン」を受けて、地方自治体からの提案を基に、

国が行う無料職業紹介等と地方自治体が行う業務の一体的実施の取組を推進する。

(3)民間等との連携による積極的就労・生活支援対策の推進等 (新規)6.8億円
・長期失業者の再就職支援の強化

離職後 1年以上の長期失業者や長期失業に至る可能性の高い求職者に対して、民

間職業紹介事業者への委託によるキャリア・コンサルティング、就職セミナー、職業

紹介や職場定着支援などの就職支援を総合的に実施する。

|
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安定的で持続可能な医療保険制度とするため、各医療保険制度に係る必要な経費の確保

等を図る。

また、在宅医療・介護を支える人材の育成や基盤の整備等とともに、地域住民が住み慣れ

た地域で必要な医療・介護サービスを継続的。一体的に受けることのできる体制(地域包括ケ

アシステム)の整備を推進する。

その他、医師等の確保対策をはじめとした地域医療確保対策、救急医療、周産期医療の

体制整備、災害医療体制の強4ヒ、安定的な介護保険制度の運営の確保、地域での介護基盤

の整備、革新的な医薬品。医療機器の開発促進等により安心で質の高い医療・介護サービス

を安定的に提供する。

1 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保
10兆3,519億円(9兆8,744億円):

(1)各医療保険制度等に係る医療費国庫負担
10兆3,519億円 (9兆 8,744億円 )

各医療保険制度等に係る国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実施を図る。

なお、医療保険制度の見直しに係る経費については、予算編成過程で検討する。

(2)高齢者医療制度の負担軽減措置

現在の高齢者医療制度の負担軽減措置に係る経費については、予算編成過程で検討

する。

2医療提供体制の機能強化      610億 円(613億円)

(1)地域医療確保対策

①地域医療支援センターの整備の拡充

106億円(82億円)
11億円(5.5億円)

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、医師不足病院の医師確保の支援

等を行うため、都道府県が設置する「地域医療支援センター」の箇所数を拡充し、都

道府県の医師確保対策の取組を支援する。
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②専門医の在り方に関する検討              2フ 百万円(24百 万円)

医師の質の一層の向上や医師の偏在是正を図るため、地域に必要な専門医がバラ

ンスよく分布するよう、診療領域別の必要医師養成数の実態把握を含め、専門医の在

り方に関して幅広く検討を行う。

③チーム医療の普及推進(新規)                   29億 円

質の高いチーム医療の実践を全国の医療現場に普及定着させ、看護師、薬剤師等

医療関係職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高い医療サービスを

実現する。

④女性医師の離職防止・復職支援

出産や育児等により離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付・

相談窓口を設置し、研修受入医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応じた研修等を実

施する。

また、病院内保育所の運営に必要な経費について財政支援を行い、子どもを持つ

女性医師や看護職員等の離職防止や復職支援を行う。

(医療提供体制推進事業費補助金 (255億円)の内数の他、衛生関係指導者養成等委

託費 1.7億円)

⑤看護職員の確保策等の推進

地域医療に従事する看護職員の養成 。確保を図るため、看護師等養成所の運営、

病院内保育所の運営や新人看護職員研修の実施等に必要な経費について財政支援を

行う。

また、看護学生の養成を担う看護教員の質・量双方の充実に向けて、eラーニング

を活用した通信教育システムを整備する。

(医療提供体制推進事業費補助金 (255億円)の内数の他、医療関係者養成確保対策

費等補助金等50億 円)

⑥医療情報連携の基盤の整備 (新規)【重点化】              20億 円

医療機関が診療データを標準的な形式で外部保存し、連携する医療機関において

データの相互閲覧を可能とするとともに、災害時等にはバックアップとしても利用可

能となる医療情報連携・保全基盤を整備する。
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(2)救急医療、周産期医療の体制整備

医療提供体制推進事業費補助金(255億円)の内数

①救急医療体制の充実

救急医療体制の充実。強化を図るため、重篤な救急患者を24時間体制で受け入れ

る救命救急センター等への財政支援を行う。

②ドクターヘリの導入促進事業の充実

早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るため、 ドクターヘリ (医
師が同乗する救急医療用ヘリコプター)の配備や運航に必要な経費について財政支援

を行う。

③周産期医療体制の充実

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターのMFICU(母体・胎児集中

治療室)、 NICU(新生児集中治療室)等への財政支援を行う。

(3)災害医療体制の強化                2億 円(15億円 )
災害時に被災県や被災県内の災害拠点病院との連絡調整等を担う災害派遣医療チー

ム (DmT)事務局の体制を強化するとともに、被災地で物資調達、情報収集や連絡調

整などの取りまとめ役を担うDttT隊員を養成する。

また、「広域災害 。救急医療情報システム (EMIS)」 について、DttTの活動状況や広

域にわたる患者搬送などの機能強化を図る。

(参考)平成 23年度第 3次補正予算において、
①災害の発生時にも医療を糸睦続して提供できるよう、災害拠点病院等の耐震化整備、

②災害拠点病院等の自家発電設備等の整備や、災害派遣医療チーム (DttT)が携行す

る通信機器等の整備

に対して財政支援を行う内容を要求している。 (216億円)
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3在宅医療口介護の推進 127億円(1.1億円)

(1)在宅チーム医療を担う人材の育成 (新規)【重点化】 8.7億円
今後、増カロが見込まれる在宅療養者への質の高い在宅医療を提供できるよう、医師、

歯科医師、看護師、薬斉J師などの専門職種ごとの研修を行うとともに、多職種協働で

地域において在宅医療を担 う人材 (指導者 )を養成するための研修を行 うことにより、

在宅医療を担 う人材の知識 。技術の習得や向上を図る。

(2)実施拠点となる基盤の整備

①在宅医療連携体制の推進【重点化】

89億円(1.1億円)
31億円(1 1億円)

多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、医療と介護が連携 した地域での

包括的かつ継続的な在宅医療の提供に向け、在宅医療を提供する医療機関等による連

携を地域や疾患の特性に応 じて推進する。

②在宅医療を提供する拠点薬局の整備(新規)【重点化】 20億円

がん患者等の在宅医療を推進するため、高い無菌性が求められる注射薬や輸液な

どを身近な薬局で調斉Jできるよう、地域拠点菓局の無菌調斉」室の共同利用体制を構築

する。

③栄養ケア活動の支援(新規)【重点化】 27億 円
栄養ケアの支援体制を構築するため、地域で栄養ケアを担 う管理栄養士等の人材

の確保、関係機関等と連携 した先駆的活動を行 うNPO法人等の取組の推進を図る。

④在宅サービス拠点の充実(新規)【重点化】 35億円の内数

地域で包括的な介護基盤を整備するため、小規模多機能型居宅介護と訪問看護の

サービスを組み合わせた「複合型サービス事業所」、訪問介護と訪問看護が密接に連

携した「定期巡回・lit時対応サービス」の普及を図るとともに、訪問看護ステーショ

ンの大規模化やサテライ ト型事業所の設置を図る。

⑤低所得高齢者の住まい対策(新規)【重点化】 35億円の内数

低所得高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を続けられるよう、小規模な養護

老人ホームの整備等を推進するとともに、養護老人ホァムや軽費老人ホームにおいて

も必要な介護が受けられ、引き続き居住できるよう個室化等の推進を図る。
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(3)個別の疾患等に対応したサービスの充実・支援 29億円

①国立高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推進のための研究事業(新規)

【重点化】 16億円

国立高度専門医療研究センターを中心とした、がんや精神疾患など、在宅患者の

個別の疾患それぞれの特性に応 じた在宅医療を推進するための研究を実施する。

②在宅医療推進のための医療機器の承認の促進(新規)【重点化】 14百万円

在宅医療の現場で必要とされている医療機器について、その特性を踏まえた迅速

な薬事承認のための評価指針の策定等を進める。

③在宅医療推進のための看護業務の安全性等の検証(新規)【重点化】 92百万円

患者 。家族が希望する在宅医療を実現するため、専門的な臨床実践能力を有する

看護師が医師の包括的指示を受け、看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、業務

の安全性や効果の検証を行 う。

④在宅介護者への歯科口腔保健の推進(新規)【重点化】 4.6億円

在宅療養者の健康の保持 。向上を図るため、在宅介護者 (在宅療養者を介護する

家族等)への歯科口腔保健 (歯科疾患の予防に向けた取組み等による日腔の健康の保

持)の知識等について普及啓発などを行う口腔保健支援センターを各都道府県に整備

する。

⑤在宅緩禾ロケア地域連携事業(新規)【重点化】 36億 円
在宅緩和ケアの地域連携体制を構築するため、がん診療連携拠点病院が都道府県

'

と連携して二次医療圏内の在宅療養支援を行う医療機関の協カリストを作成すると

ともに、同圏内の在宅緩和ケアを専門とする医師等と協力して在宅療養支援を行う医

師等に対して在宅緩和ケアに関する知識と技術の研修を実施する。

⑥難病患者の在宅医療・介護の充実・強化事業(新規)【重点化】 1 5億円

在宅医療・介護を必要とする難病患者が安心・安全な生活を営めるよう、在宅難

病患者の日常生活支援の強化のため、医療。介護従事者研修の実施や災害時の緊急対

応に備え、重症神経難病患者の受入機関確保のための全国専門医療機関ネットワーク

の構築等を通じて、包括的な支援体制の充実。強化を図る。

⑦HIV感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業(新規)【重点化】 1 3億円
HIV治療の進歩により長期存命が可能となった HIV感染者・エイズ患者の在宅医

療・介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪問介護職員への実地研修、かかりつ

け医や地域の歯科 EXIへの講習会、医療・介護従事者向けの普及啓発等を実施する。
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③在宅での疼痛緩和のための医療用麻薬の適正使用の推進(新規)【重点化】

60百万円

在宅患者のニーズに合つた在宅緩和ケアを遅滞なく提供できるよう、地域単位で

の医療用麻薬の在庫管理システムを開発・活用 したモデル事業等を実施するとともに、

医療用麻薬の適正使用の推進に向けた普及啓発を行 う。

⑨薬物依存者の治療と社会復帰のための支援(新規)【重点化】 61百万円

薬物依存者の治療 と社会復帰に向けた取組みを支援するため、薬物舌L用離脱相談

等に関するマニュアル整備、関係機関間の連携、薬物依存者の家族間の情報交換・連

携強化等のモデル事業を実施する。

4地域包括ケアの推進 43億円(28億円)

(1)地域ケア多職種協働推進等事業(新規) 10億円
市町村で地域包括ケアシステムを構築するため、地域包括支援センターの医療 。介

護等の多職種連携機能を強化する。

このため、地域のネットワーク構築や多職種連携の場である地域ケア会議の運営の

指導的な役割を担う人、在宅医療の医師、OT o PT等 のリハビリ職、地域保健の医師・

保健師等助言を行う専門職の確保を支援する事業を行 う。

(2)認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進 31億円(27億円)
①市町村での認知症施策の推進等

認知症地域支援推進員を中心に、市町村で医療、介護や生活支援サービスが有機

的に連携したネットワークを構築し、認知症の人への効果的な支援を行う取組の拡充

を図る。

②地域での市民後見活動の仕組みづくりの推進

市民後見人 (弁護士、司法書士等の専門職以外の後見人)を育成するとともに、
その活動を支援するなど、地域での市民後見活動の仕組みづくりの更なる推進を図る

(3)ねんりんピック宮城J仙台大会への支援      2.1億円(87百万円)
平成 24年度に宮城県と仙台市で開催される「全国健康福祉祭 (ねんりんピック)」
について、東日本大震災からの「復興」と「感謝」を PRする大会として開催するため

の支援を行 う。         
｀

53



(4)介護職員等によるたん吸引等の研修の実施

介護保険施設や障害者関係事業所等で喀痰吸引等業務を行う介護職員等を養成する

ため、都道府県レベルで研修を実施する。

5安心で質の高い介護サービスの確保
2兆4,170億円(2兆2,924億円)

(1)安定的な介護保険制度の運営 2兆3,925億円(2兆2,679億円)
介護給付、地域支援事業等の実施に必要な経費を確保するとともに、介護給付費の

適正化事業を更に推進し、安定的・効率的な介護保険制度運営に努める。

また、平成 24年度以降の介護職員の処遇改善の在り方については、予算編成過程で

検討する。

(2)地域での介護基盤の整備

①都市型軽費老人ホーム等の整備

91億円 (63億円)
56億円(63億円)

35億円の内数

35億円の内数

都市型軽費老人ホーム等の整備に必要な経費について財政支援を行う。また、介

護療養型医療施設の一層の転換を図る。

②在宅サービス拠点の充実(新規)【重点化】(再掲・51ページ参照)

③低所得高齢者の住まい対策(新規)【重点化】(再掲・51ページ参照)

(3)介護サービス情報の公表制度の着実な実施 3.3億円(28百万円)
平成 24年度に改正される介護サービスの情報公表制度が円滑かつ着実に実施され

るよう、都道府県が行う普及啓発、調査員の専門性を活用した相談体制の充実や調査

員研修等についての事業を支援する。

(4)福祉用具・介護ロボットの実用化の支援 83百万円 (83百万円 )
福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等を

対象として、臨床的評価や介護保険施設等におけるモニター調査等を実施する。
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(5)適切なサービス提供に向けた取組の支援

①市町村介護予防強化推進事業(新規)

150億円(182億円)
28億 円

閉じこもりやうつ等により通所での事業参加が困難な高齢者に対し、生活機能の

低下予防に効果的な訪問型介護予防プログラムを開発し、全国へのマニュアル提示な

どを行う。

②適切なサービス提供に向けた取組の支援           147億 円(182億円)
要介護認定の認定調査員への研修を行う。また、社会福祉法人による低所得者ヘ

の利用者負担軽減措置等の取組を支援する。

6革新的な医薬品口医療機器の開発促進  370億円(211億円)

(1)臨床研究中核病院 (仮称)の整備 (新規)【重点化】 51億円
ニーズが高い分野の医薬品開発や医工連携による医療機器開発などについて中核 と

なる病院を定め、国際水準 (ICH GCP(※ )準拠)の臨床研究の実施や医師主導治験の
中心的役割 を担 う基盤 として、臨床研究中核病院 (仮称)を 10箇所整備する。
※ICH CCP:日米EU医薬品規制調和国際会議による医薬品の臨床試験の実施基準

ICH IInternational COl■ ference on Harmonization Of Techmcal ReqtLlrements for

RettstratiOn Of Pharmaceuticals for H■ tIElan USe)

GCP(Good Chnた al Practice)

(2)国際水準で実施する臨床研究等の支援(新規)【重点化】. 38億円
臨床研究中核病院 (仮称)での国際水準 (IC卜GCP準拠)の臨床研究を支援すると
ともに、国立高度専門医療研究センターでの先端技術の実用化に向けた開発・臨床応

用研究等を支援する。

(3)早期日探索的臨床試験拠点の整備          30億 円 (33億円 )
世界に先駆けてヒトに初めて新規薬物を投与したり、医療機器を使用する臨床試験

等の実施拠点となる早期・探索的臨床試験拠点に対し、人材確保、診断機器等の整備、

運営に必要な経費について財政支援を行う。

(4)日本主導のグローバル臨床研究拠点の整備 (新規) 5.9億円
日本発シーズによる革新的新薬 。医療機器の創出や、医療の質の向上のためのエビ

デンスの確立を図るため、日本主導のグローバル臨床研究を実施する体制を整備する。
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(5)医薬品等開発に係る研究のプロトコール審査口進捗管理 (新規) 1.1億 円
医薬品等の開発に係る臨床研究について、プロトコール (試験計画)の審査等を一

元的に行うとともに、非臨床研究も含め、PDCAに基づく一貫した進捗管理を行う事業

を試行的に実施する。

(6)再生医療分野での研究開発基盤の整備 (新規)【重点化】 4.4億円
国内外の大学、研究機関等によって作成・保存されているヒト幹細胞 (iPS細胞、

ES細胞、疾患特異的 iPS細胞を含む。)の作成・保存方法、性質等の情報を一元化 した

データベースを構築し、国内外の研究者が国内外で保存されている細胞の中から必要

な細胞を見つけて研究に利用すること、及び患者が幹細胞治療等の利点欠点等を知る

ことを可能にする。

(7)後発医薬品の使用促進 4.8億円(4,7億円)
患者や医療関係者が安心 して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定

供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業等を引き続き

実施する。また、安定供給体制等を指標 とした評価基準の検討や、これまでの取組ヘ

の検証等を行い、後発医薬品の更なる信頼性向上を図る。

56



行動計画の改定を踏まえた新型インフルエンザ対策の強化等の新型インフルエンザ等の

感染症対策、肝炎治療促進のための環境整備等の肝炎対策、小児がん対策等のがん対策、

難病等の各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策等を推進する。

また、健康危機管理対策、食品中の放射性物質対策、食中毒対策、輸入食品等の食品の

安全対策、医薬品・医療機器の安全対策等を推進する。

1新型インフル正ンザ等の感染症対策  275億円(149億円)

(1)新型インフリレエンザ対策の強化(新規)【重点化】 134億円
今般改定された新型インフルエンザ対策行動計画で、新型インフルエンザ発生時に

は、地域の発生状況に応じ都道府県ごとに実施すべき対策を判断するとされたことを

踏まえ、発生時の迅速な対応に備え、国と都道府県等が危機管理の観J点から連携強化

を図り、対策の準備を行う。また、抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデミック

フクチンの計画的かつ安定的な備蓄等を行う。

(2)予防接種の推進 (ポリオ不活化ワクチンの円滑導入等)(一部新規 )
11百万円(11百万円)

現在ポリオ予防接種に使用されているポリオ生フクチンを不活化ポリオフクチンに

切り替えるに当たり、切り替え時の接種方法等、円滑に移行するための方策について

検討を進め、実施主体である市町村に対して周知する。

また、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業臨時特例交付金の扱いについては、

予算編成過程で検討する。

(3)HttLV-1関連疾患に関する研究の推進 10億円(10億円)
HTLV-1(ヒ ト T糸剛包白血病ウイルス 1型)への感染対策と、これにより発症する
俎L(成人 T細胞白血病)や 地噛

`(HTLV l関
連脊髄症)の診断・治療法等に関する研究

を、感染症・がん 。難病・母子保健対策が連携し、HTW-1関連疾患研究領域として総
合的な推進を図る。
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2肝炎対策 241億円(237億円)

(1)肝炎治療促進のための環境整備 137億円(152億円)
肝炎患者への医療費の助成に要する経費を確保し、引き続き適切な医療の確保や受

療促進を図るとともに、治療を要する方が適切な治療を開始できるようサポートする

人材の養成や肝炎患者支援手帳の作成 。配布などの支援事業を実施する。

(2)広域的な相談体制の強化・普及啓発の推進 (一部新規)46億 円 (63億円 )
肝炎患者等が広く相談を行うことができるよう、二次医療圏に1カ所程度整備され

ている肝炎専門医療機関に「地域肝炎治療コーディネータ‐養成事業Jの技能習得者
を配置するなどして、地域の相談窓国の利便性の向上を図る。また、肝炎ウイルス検

診の個別勧奨を引き続き実施するとともに、肝炎に関する正しい知識の普及啓発につ

いて、マスメディアを活用するなどによリー層の推進を図る。

(3)B型肝炎治療研究等の強化 (一部新規 )【一部重点化】 58億 円 (21億円 )
C型肝炎と比較して治療成績が低い B型肝炎の新規治療薬の開発等を目指し、既存

薬剤の周辺化合物の構造解析等の創薬研究や臨床研究等の強化、推進を図る。

3がん対策 415億円(343億円)

(1)小児がん拠点病院の機能強化 (新規)【一部重点化】 6.6億円
小児がん対策を推進するため、診療や緩和ケアを行 うがん医療従事者の育成、小児

がん患者への相談支援や療育環境を確保するためのプレイルームの運営等に必要な経

費について財政支援を行 う。

(2)がん臨床試験の基盤整備 (新規 ) 2億円

各種がんに対する標準的治療の進歩に直接つながる集学的治療開発の研究者主導臨

床試験を推進するとともに、がんによる死亡者の減少に資するため、臨床研究コーデ

ィネーター (CRC)やデータマネージャーを雇用し、質の高い研究者臨床試験の実施基

盤の整備・強化を図る。

(3)在宅緩和ケア地域連携事業 (新規 )【重点化】(再掲・52ページ参照 )
3:6億円
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(4)がん診断口治療研究の推進 (新規)【重点化】 30億円
難治性がんや小児がんをはじめとする希少がんを中心に、これまでの基礎的研究や

探索的臨床研究において開発された革新的診断法 (診断薬等)をはじめ、リード化合
物や抗体薬などの革新的がん治療薬などに対して、臨床での実用化を目的とした前臨

床試験や臨床試験の国際水準に準じた質の高いがん臨床試験を強力に推進する。

4難病などの各種疾病対策、移植対策、生活習慣病対策
2,289億円(2,226億円)

(1)難病対策 2,162億円(2,095億円)
①難病患者の生活支援等の推進(一部新規)【一部重点化】(一部前述・52ページ参照)

2,062億円(1,995億 円)
難病患者の経済的負担の軽減を図るため、医療費の助成を引き続き実施するとと

もに、難病相談・支援センター (全国 47か所)の運営等を通じ、地域での難病患者
の生活支援等を推進する。

②難病に関する調査・研究等の推進(一部新規) 100億円(100億円)

難病の診断 。治療法の開発を促進するため、難病に関する調査 。研究や 「健康長

寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト」を引き続き推進するとと

もに、国際ネットワークヘの参加等を通じて、難病対策の国際的連携の構築を図る。

(2)移植対策 27億円(27億円)
①臓器移植対策の推進(一部新規)             7.1億 円(7.6億円)

臓器移植法の改正に伴い、脳死下臓器提供事例が着実に増加しているなか、臓器

移植が適切に実施されるよう、あつせん業務に従事する人の増員 (32人→35人 )、 ド

ナー家族への心理的ケアの支援等の体制整備を図るとともに、臓器移植の普及啓発の

一層の推進を図る。

②造血幹細胞移植対策の推進 18億円 (18億円)

骨髄バンク事業を引き続き推進するとともに、移植件数が増加 しているさい帯血

移植を着実に推進するため、さい帯血の採取・検査等に必要な経費を確保するなど、

あっせん体制の強化を図る。
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(3)生活習慣病対策 33億円(33億円)
①健康づくり・生活習慣病対策の推進(一部新規)【一部重点化】(一部前述・51ページ

参照 ) 21億円 (20億円)

健康寿命の延伸を実現すること等を目的とした「健康 日本 21」 を着実に推進する

ため、糖尿病重症化予防対策や在宅療養での栄養ケア支援体制の構築を支援するほか、

国民一人ひとりが 日々の生活の中で自発的に健康づくりに対 して具体的な行動を起

こしていけるよう、民間企業との連携をさらに推進し、健康づくりの国民運動化を推

進する事業等を実施する。

②生活習慣病予防等に関する調査・研究の推進 13億円 (13億円)

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖

尿病等の合併症に特化 した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進 し、今後の

対策の推進に必要なエビデンスの構築を目指すとともに、次期国民健康づくり運動の

ベースライン値を地域ごとに把握 し、国民の健康づくりの総合的な推進を図る基礎資

料とするため、国民健康・栄養調査の調査対象を拡大して実施する。

(4)各種疾病対策 66億円(70億円)
①エイズ対策の推進 (一部新規)【一部重点化】(一部前述・52ページ参照)

58億円(60億円)

より高度な医療を受けられる地方ブロック拠点病院に集中する HIV感染者やエイ

ズ患者を地域の医療機関で受け入れるための調整を行う連絡調整員 (コーディネータ

ーナース)の養成や HIV治療の進歩により長期存命が可能となつた感染者・患者の在

宅医療・介護の環境整備を行うことにより、HIV医療の連携体制の強化を図る。

②リウマチ・アレルギー対策の推進 59億 円(7 可億円)
リウマチ・アレルギーの診療に熟知した専門医の偏在を解消するため、かかりつ

け医と専門医療機関の円滑な医療連携体制の確保を図り、者F道府県間の医療機関の均

てん化を目指す。

③腎疾患対策の推進(一部新規) 2.6億円(24億 円)
腎疾患の重症化や透析導入患者の増加を抑制するため、透析患者数を当初予測よ

り 15%減らすための「腎疾患重症化予防のための戦略研究」の成果を利用した個別

栄養指導等の予防プログラムを実施する。
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5健康危機管理対策の推進 6.5億円(5.5億円)

(1)健康安全・危機管理対策総合研究の推進 4.6億円(3億円)
感染症・バイオテロリズムの発生に備えた初動体制の確保、危機情報の共有や活用、

地域での健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危機管理対策総合研究事

業により総合的な研究を推進する。

(2)健康危機管理体制の整備 1,1億円(1.6億円)
非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、各種引1練の実施、地

域での連携体制の構築等を行 うとともに、地域での健康危機事例に的確に対応するた

め、専門家の養成等を行 う。

(3)国際健康危機管理対策の推進 83百万円 (89百万円 )
国外での未知の感染症が疑われる事例の調査で、WHO等が編成する疫学調査チーム

に国立感染症研究所が参カロし、国際的な感染症の情報収集、分析、情報の還元等を行

う。また、国内外で分離 される病原体のゲノム情報の解読、その情報のデータベース

化や疫学調査等への利用を推進する。

6食の安全口安心の確保 129億円(127億円)

(1)食品中の放射性物質対策の推進 (一部新規)【復旧口復興】 3.8億円
食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、暫定規制値に代わり新たに設定す

る規制値について、食品の汚染状況や摂取状況を調査し、継続的に検証するとともに、

自治体の行 うモニタリング検査に加え、国においても流通段階での買上調査を実施す

るなどの対策を推進する。

(2)食中毒対策の推進 74百万円 (74百万円 )
近年の大規模・広域化した食中毒事件等の被害拡大防止のため、菌株収集等による

原因究明調査を行うとともに、担当官を現地に派遣し疫学調査の支援等を行うなど、

食中毒対策を推進する。
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(3)輸入食品の安全確保対策等の推進 104億円(102億円)

検疫所の輸入食品のモニタリング検査について、食品群ごとの輸入量、違反率等の

分析に基づき必要とされる検体数を踏まえて体制整備を行うとともに、輸出国での食

品安全対策の状況に関する事前調査や計画的な現地調査を実施するなど、輸入食品の

安全確保対策等を推進する。

(4)残留農薬等の安全確保対策の推進

①残留農薬等ポジティブリスト制度等の推進

10億円(11億円)
88億円(99億円)

平成 18年度の「ポジティブリスト制度 (※ )」 の導入の際に、当時の国際基準等

を参考に設定した農薬等について基準の見直しを行い、制度の着実な推進を図るとと

もに、食品添力日物についても安全性の見直しを着実に実施する。

※ポジティブリス ト制度 :食品中に残留する農薬等に一律基準 (0 01ppm)を含む残留基準を設定し、

基準を超えて食品中に残留する場合、その食品の販売等を禁止する。

②食品汚染物質に係る安全確保対策の推進 50百万円 (51百万円 )

食品中の汚染物質対策について、重金属、かび毒等の汚染実態や摂取量の調査等

を行い、基準の設定や見直しなど安全性確保の取組を進める。

③食品用容器包装等の安全確保対策の推進(一部新規) 84百万円 (75百万円 )

食品用容器包装等に用いられる化学物質の規制について、欧米等で「ポジティブ

リス ト市J度」が導入 されていることを踏まえて、毒性等の基礎デ
ニタの収集等の調

査・検討 を行 う。

また、食品分野にも応用されつつあるナノマテ リアルについて、国際的にも安全

性に関す る課題が指摘されていることを踏まえて調査を行う。

(5)健康食品の安全確保対策の推進 33百万円 (45百万円)
いわゆる健康食品による健康被害を未然に防ぐため、食品成分について安全性試験

や分析調査を行 うとともに、被害発生時には迅速かつ適切な対応を図る。

(6)食品に関する情報提供や意見交換 (リスクコミュニケーション)の推進

11百万円(13百万円)

食品安全に対する消費者の意識の高まりに対応するため、食品安全基本法や食品衛

生法に基づき、消費者等への積極的な情報の提供や双方向の意見交換を行う。
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(7)食品の安全の確保に資する研究の推進 9.8億円(11億円)
食品の安全の確保に関する様々な課題に対 し、科学的根拠に基づく調査研究を進め

るとともに、ダイオキシン類の人体への影響に関する調査研究等を実施 し、油症研究

の充実を図る。

7医薬品口医療機器の安全対策の推進等  195億円(86億円)

(1)医薬品・医療機器の安全対策の推進 12億円(13億円)
医薬品等の安全対策に活用するため、平成 23年度に引き続き、1,000万人規模のデ
ータ収集を 目標 として、全国の大学病院等が保有する医療情報を活用 した医療情報デ

ータベースを構築するとともに、独立行政法人医薬品医療機器総合機構に情報分析シ

ステムを構築する。

また、医薬品の品質の確保のための査察に関する国際的な枠組み (PIC/S(※))ヘ
の加盟に向けて、加盟国との情報共有や都道府県による査察の質の向上 と全国的な整

合化を図るため、国や独立行政法人医薬品医療機器総合機構、都道府県による査察員

の研修を充実させ る。

さらに、消費者が一般用医薬品を適切に選択 し、適正に使用することができるよう、

一般用医薬品の販売について、引き続き現場での制度の遵守状況等の実態把握を行 う

とともに、登録販売者の実態把握を行 う。

これ らのほか、薬害の発生を未然に防止するための各種施策を引き続 き推進する。

※PIC/S:GIIP(医薬品の製造及び品質の確保に関する基準)査察の国際整合性を図ることを目的として、

欧米各国のGMP査察当局を中′きに構成された団体。PIC/Sに加盟することにより、GMP査察が

国際水準にあることが担保され、加盟国間での査察結果の相互利用等が促進される等のメ.リ ッ

トがある。

(2)医薬品・医療機器の迅速な提供          7.7億 円 (8.5億円 )
欧米では承認されているが、日本では未承認の医薬品又は適応であって、医療上特

に必要性が高いものについて、引き続き審査の迅速化を図る。

また、日本発シーズの実用化のため、産学官一体となった取組を進め、大学・ベン

チャー等での医薬品 。医療機器候補選定の最終段階から治験に至るまでに必要な試

験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を引き続き実施する。
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(3)技術の進歩に対応する薬事承認審査・安全対策の向上(新規)【重点化】
113億円

①革新的技術実用化のためのレギュラトリーサイエンス(※ )の推進による審査等の迅速

化・高度化と安全対策の充実・強化 (新規 )【重点化】 108イ意円

※レギュラトリーサイエンス :科学技術の成果を人と社会に役立てることを目的に、根拠に基づく

的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と社会との調

和の上で最も望ましい姿に調整するための科学。(平成23年 8月 19

日閣議決定「科学技術基本計画」より)

ア 革新 的新薬・新医療機器の倉1出に資するレギュラトリーサイエンスの推進

大学に寄付講座を設置することにより、レギュラ トリーサイエンスに精通 し

た人材の育成等を行 う。

また、独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)を 薬事承認審査に
必要 なガイ ドライン策定等の研究拠点として位置付け、レギュラ トリーサイエ

ンス研究の強化・拡充を図る。

さらに、国立医薬品食品衛生研究所を有効性・安全性の評価試験法の開発等

の研 究拠点 として位置付け、レギュラ トリーサイエンス研究の強化・拡充を図

る。

イ レギュラトリーサイエンスの成果の活用による審査等の迅速化・高度化
レギュラ トリーサイエンスの成果を医薬品・医療機器の評価ガイ ドライン (審

査等 の方針)等へ反映させる。 これにより、再生医療等の先端技術を活用 した

医薬 品 。医療機器について開発期間の短縮、審査等の迅速化・高度化も図る取

組みを強化する。

また、新技術の未知のリスクに対する安全対策を強化するため、安全性情報

が限られる小児、の使用情報の収集等を行う。

②グローバル化に対応したレギュラトリーサイエンスのアジアの拠点としての充実。強化(新

規)【重点化】 4.81意円

世界同時の医薬品 。医療機器の開発 と早期承認に向け、国際水準のレギュラトリ

ーサイエンスのアジア拠点機能を強化するため、として、アジア各国の規制当局か ら

の研修員の受け入れを行 うほか、海外の医薬品等の承認状況やエビデンス情報のデー

タベース化を進め、審査の促進等を図る。

また、医薬品・医療機器の生産のグローバル化に対応し、開発から生産まで一貫

した安全性を確保するため、レギュラ トリーサイエンスに基づく現地査察体制の整備

等を行 うとともに、個人輸入の増加による偽造医薬品等に対する啓発・監視を強化す

る。
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(4)血液製剤対策の推進 (一部新規) 4.3億円 (4.7億円)
B型肝炎の母子感染予防や医療従事者の注射器の針刺し事故等の感染予防に使用す
る抗 HBs人免疫グロブリン製剤 (※ )の国内自給を達成するための体制整備を行 う。
また、その他、医療に不可欠な血液製剤の安定供給を確保するとともに、血液の安

全性を確保するために必要な施策を引き続き実施する。

※抗 HBs人免疫グロブリン製剤 :B型肝炎の抗体 (免疫)を持つている人の血液から、その抗体 (免疫)

を抽出した血漿分画製斉」。

(5)化学物質安全対策の推進(一部新規)【一部復旧口復興】 7億円(5.5億円)
東 日本大震災により被災した人々が生活再建を進めていく中で、建設 した住宅の建

築資材や購入した家具等から放散する可能性のある化学物質による居宅内の空気汚染

状況を調査 し、被災した人々の安心・安全な居住環境確保に向けた支援を行う。

また、引き続き、化学物質の安全性を調査 し、化学物質の規制基準を設定するなど

により、国民の安心 。安全を確保する。
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公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、国家プロジェ

クトである年金記録問題の解決に向けた取組を進める。また、持続可能で安心できる年金制

度の構築に向け、基礎年全国庫負担2分の1を維持する。

1 年金記録問題への取組 1,073億円(1,113億円)

(1)紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進 722億円(736億円)
年金受給者について、紙台帳等 とコンピュータ上の年金記録の突合せを行 うととも

に、その結果について必要なお知 らせ等を進める。

(2)ねんきんネットによる年金記録の確認         22億 円 (27億円 )
これまでの角準明作業によつても持ち主の分からない記録について、誰でもインター

ネットにより検索できるようにする。

※ 年金通帳については、「ねんきん定期便・ねんきんネット・年金通帳等に関する
検討会」でその在り方を議論している。

(3)その他適用口保険料収納対策の推進等 329億円(350億円)
国民年金の適用・保険料収納対策、厚生年金の未適用事業所対策や保険料徴収対策

を着実に進めるとともに、厚生年金基金の加入員記録 と厚生年金の被保険者記録 との

突合せ等記録問題解決に向けた取 り組みを行 う。

日本年金機構で、国家プロジェク トである年金記録問題の解決に向けた取組を引き

続き促進するとともに、将来の無年金・低年金者の発生を防止するための後納制度の

円滑な実施、サービスの質の更なる向上や相談体制の拡充を行い、効率的かつ公正透

明な事業運営に取 り組む。

※  「ねんきん定期便」について、インターネットで確認できるようにするととも
に、郵便葉書での送付によリコス ト削減を図る。

2日 本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 (一部再
掲口上記参照 ) 3:452億円(3,411億円)
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3持続可能で安心できる年金制度の運営
可0兆 6:743億円(10兆 3,755億円)

税制抜本改革により確保される財源を活用して、基礎年金国庫負担割合 2分の 1の

維持を図る。
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第6障害者支援の総合的な推進

障害があつても当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現する

ため、良質な障害福祉サービスの確保や地域生活支援事業の着実な実施、精神障害者や発

達障害者等への支援施策の推進等を行う。

また、平成 22年 12月 に公布された障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正法につい

て、平成 24年4月 の施行に適切に対応する。

¬ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児口者支援

の推進 1兆 2,679億円(1兆 1,553億 円)

(1)良質な障害福祉サービスの確保 (一部新規) 7,247億 円 (6,342億 円)
障害者等が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスを計画的

に確保する。

また、平成 24年度以降の福祉・介護職員の処遇改善の方策の在 り方については、予

算編成過程で検討する。

(2)地域生活支援事業の着実な実施 (一部新規 )【一部重点化】

510億円 (445億円 )
移動支援やコミュニケーション支援など障害児・者の地域生活を支援する事業につ

いて、市町村等での事業の着実な実施や定着を図る。

また、地域での相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの機能強化や

成年後見制度の利用を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援機能の強

化など障害児支援の充実を図る。

(3)障害者への良質かつ適切な医療の提供    2,046億 円 (1,991億円 )
心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療 (精神通院医療、身体障害者のための

更生医療、身体障害児のための育成医療)を提供する。
また、自立支援医療の利用者負担の在り方については、引き続き検討する。
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(4)障害福祉サービス提供体制の整備 (一部新規 )【一部重点化】【一部復旧口復
興】 182億円(108億円)
障害児・者の地域移行 。地域定着支援や就労支援の充実を図るため、生活介護や就

労継続支援等の「日中活動の場」の基盤整備を推進するとともに、グループホーム等

の「住まいの場」の整備を推進する。

また、基幹相談支援センターの設置を促進するとともに、児童発達支援センターの

地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによる療育など障害児支援の

充実を図るための整備を推進する。

さらに、災害時に、障害福祉サービス事業所や障害児施設等に障害児・者の緊急の

受入が可能となる設備等を備えた防災拠′点等の整備を推進する。

(5)障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進   4.8億 円 (4.1億円 )
平成 24年 10月 の障害者虐待防止法の施行に向けて、都道府県や市町村で障害者虐

待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域の関係

機関の協力体市1を整備するとともに、家庭訪問や関係機関職員への研修、障害者虐待

の通報義務等の制度の周知等による支援体制の強化を図る。

2地域移行日地域定着支援などの精神障害者施策の推進
281億円(246億円)

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (言方間支援)体制の確立
8.9億円 (7億円)

障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、未治療の人、治療を中断している

患者などに対し、アウトリーチ (訪問支援)により、医療・保健・福祉サービスを包
括的に提供し、丁寧な支援を行うため、多職種チームによる訪問活動やこれらに従事

する人への研修等を実施する。

(2)精神科救急医療体制の整備 20億円(18億円)
精神疾患をもつた救急患者が地域で適切に救急医療を受けられるよう体制の充実に

取 り組むとともに、身体疾患を合併している患者に対応できる病床の確保や救急搬送

受入体制の強化等により、精神科救急医療体制の整備を推進する。
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(3)精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進 (一部新規 )
3.4億円(6.7億円 )

「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、都道府県等で精神

科病院の入院患者への退院促進に向けた啓発活動や対象者が退院に向けて行う準備ヘ

の支援などを行うため、地域生活に必要な体制整備を促進する「地域体制整備コーデ

ィネーター」を配置し、精神障害者の退院促進や地域定着に向けた事業を実施する。

また、入院患者の約半数を占める高齢入院患者に対して退院に向けた包括的な地域

支援プログラムによる治療や支援等を行い、地域移行に向けた退院支援を行う。

(4)認知行動療法の普及の推進          98百 万円 (98百万円 )
うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法 (※ )の普及を図るため、従
事者の養成を拡充する。

※認知行動療法 :う つ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。

(5)災害時心のケア支援体制の整備 (新規 ) 1.3億円
近年必要性が高まっている PTSD対策を中心とした事故・災害等の被害者への心のケ

アの対策を推進するため、各都道府県で、精神科医師等で構成する「′いのケアチーム」

の設置等を行い、日常的な相談体制の強化や事故・災害等発生時の緊急対応体制の強

化を図る。

また、大規模 自然災害発生時の心のケア対応 として、「̀いのケアチーム」を迅速かつ

円滑に派遣 し、ニーズに応 じた活動を効率的かつ継続的に実施するため、迅速、適切

な連絡調整 業務の中核 となる全国的な機関を設置 し、東日本大震災被災者への継続的

な対応や今後の災害発生に備えた体制を整備する。

(6)心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保等 (一部新規 )

 ヽ              241億 円(208億円 )
心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、指定入院医療機関の確保を行うと

ともに、入院から通院を通じた継続的な医療の提供と社会復帰の促進を図る。

また、心ネ申喪失者等医療観察法に基づく医療の専門家により医療体制等について技

術的助言を行うとともに、一般精神医療機関に勤務する医師等を対象とした研修を実

施し、精神医療の向上を図る。
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3発達障害者等支援施策の推進    8.8億 円(7.8億円)

(1)発達障害者の地域支援体制の確立 2億円(2億円)

白閉症、学習障害や注意欠陥多動性障害などの発達障害のある人や家族に対 し、ラ

イフステー ジを通 じた一貫 した支援体制の強化を図るため、都道府県 。指定都市で、

ペア レン トメンター (※)の養成 とその活動を調整する人の配置、アセスメン トツー

ル (※)の導入を促進する研修会の実施等を行 う。
※ペアレントメンター :発達障害者の子育て経験のある親であつて、その経験を活かし、子どもが発達

障害の診断を受けて間もない親などに対して相談や助言を行う人のこと。

※アセスメントツール :発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のこと。

(2)発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施 (一部新規)【一部復

1日・復興】 4億円(3.9億円)
発達障害者一人ひとりのニーズに対応する一貫した支援を行 うことができるよう、

先駆的な取組を通 じて有効な支援手法を開発・確立するとともに、発達障害者支援に

携わる専門的な人材の育成に取り組む。

併せて、国立障害者 リハビリテーションセンターでは、発達障害者の就労支援に向

けた普及・定着化に本格的に取 り組むとともに、全国の発達障害者支援センターの中

核拠点としての役害」を担 う発達障害情報・支援センターで、発達障害に関する情報発

信による理解の促進や支援手法の普及・向上を図る。

また、発達障害者支援ヤンター等の関係機関の連携による災害時の対応や避難場所

の確保などの災害時の支援に効果的な方法等のマニュアルを作成する。

さらに、「世界自開症啓発デー」(4月 2日 )を契機に、自閉症をはじめとする発達障

害に関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発を行う。

(3)発達障害者等の支援のための巡回支援専門員の整備 2.7億円 (1.6億円 )
発達障害等に関して正しい知識を有する専門員の配置市町村を拡充(66市町村→113

市町村)し、当該専門員が保育所等の子どもやその親が集まる施設・場を巡回し、施
設のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言を行うなどの支援

を推進する。
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4障害者への就労支援の推進 235億円(233億円)

(1)障害者の就労促進(障害者が誇りと生きがいを持つて働ける社会の実現 )

(再掲・43ページ参照 )

①雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の更なる強化

②障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実'強化

③障害者の職業能力開発支援の推進

(2)工賃向上のための取組の推進

230億円 (228億円 )

82億円(77億円)

29億円(29億円)

55億円(56億円)

5億円 (5億円 )
「工賃倍増 5か年計画」について、各都道府県でのこれまでの取組の検証を踏まえ

た見直 しを行つた上で、経営改善や商品開発、市場開拓など、工賃引き上げに資する

福祉施設に対する安定的な仕事の確保に向けた取組を実施する。
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第7安心して働くことのできる環境整備

就労形態にかかわらず公正に処遇され、安心して働くことができるよう、非正規労働者の働

き方をめぐるルールの整備や、労働者が生涯を通じて安心・安全で健康に働くことができる労

働環境の整備を推進する。

1 非正規労働者の雇用の安定・処遇の改善
2,001億円(960億円)

(1)有期労働契約に関する新たなルールの整備 (新規) 63百万円

有期労働契約によって働く労働者について、労働政策審議会での議論を踏まえ、雇

用の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備について検討し、必要な措置を講ずる。

(2)パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進

6億円 (3.6億円 )
パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援助や職務分析・職務評価

の導入支援を行うほか、労働政策審議会の議論を踏まえ、パートタイム労働者の公正

な待遇の確保に向けた事業主による取組を推進する仕組みの導入など、パートタイム

労働法制の整備について検討し、必要な措置を講ずる。

(3)改正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行 105億円(114億円)
改正労働者派遣法案が成立した場合には、円滑かつ着実に施行するための制度の周

知 。指導を行う。また、派遣労働者の派遣先における直接雇用を促進するための措置

を講ずる。

(4)均等・均衡待遇や正社員化の推進 (再掲口上記参照 )

20億円 (22億円)
均衡待遇・正社員化推進奨励金の活用により、有期契約労働者とパートタイム労働

者の均衡待遇。正社員への転換の実現を一体的に推進する。また、正社員転換制度、

正社員との共通処遇制度等の導入や運用の効果等について、先進的に取り組んでいる

企業の好事例を収集し、ホームページ等を活用して広く周知する。
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(5)求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援

(再掲・44ページ参照)

(6)ジョブ・カード制度の推進 (再掲・44ページ参照)

1,665億円(665億円)

105億円(107億円)

(7)「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化

(再掲・41ページ参照) 95億円(46億円)

2ワーク・ライフ・バランスの実現     110億 円(113億円)

(1)育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備 (「仕事と家庭の両立

実現化プログラム」の充実)(再掲・42ページ参照) 95億円(97億円)

(2)過重労働の解消等のための働き方・休み方の見直し  12億 円 (13億円 )
都道府県労働局に「働き方・休み方改善コンサルタント (仮称)」 を配置し、恒常的

な長時間労働などの実態がみられる業種や職種を重点に過重労働の解消に取り組むと

ともに、計画年体制度の導入促進などにより、年次有給休暇の取得を促進する。

(3)医療現場での勤務環境の改善に向けた取組の推進 (新規) 66百万円
看護師等の医療従事者の勤務環境を改善するため、医療機関内での多様な勤務形態

導入事業に加え、都道府県労働局に専門のコンサルタントを配置 し、看護師等の労務

管理等の改善についての相談支援を実施するとともに、先進的な取組や好事例等の収

集やその普及・啓発を推進する。

(4)短時間正社員制度の導入口定着の促進 2.4億円(1.5億円)
短時間正社員制度の導入 。定着を促進するため、事業主への奨励金の支給による支

援とともに、導入企業の具体的事lJlに基づくノウハウの提供を行う。

(5)適正な労働条件下でのテレワークの推進等 72百万円 (86百万円 )
「在宅勤務ガイドライン」の周知、テレワーク相談センターでの相談の実施や、労

務管理等に関するセミナーの開催により、適正な労働条件を確保しつつ、テレワーク

の普及促進を図る。また、在宅就業を良好な就業形態とするため、在宅就業者と仲介

機関を対象とした支援事業を実施する。
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3労 働者が安全で健康に働くことができる職場づくり
85億円(70億円)

(1)「安全から元気を起こす戦略」の推進 (一部新規) 24億円(2.2億円)
安全活動に意欲のある企業が評価される仕組みづくり、企業の安全活動の活性化、

人材が活き活きと活躍できる職場づくり、安全に対する意欲を呼び起こす公共工事の

推進など、企業での安全活動を活性化する戦略 (「安全から元気を起こす戦略」)を推
進する。

(2)職場でのメンタルヘルス対策の推進 (一部新規) 37億円(35億円)
ス トレス症状を有する人への面接指導制度の創設や、産業医が他の医師等と連携し

てメンタルヘルス対策を実施する体制の整備に向けた法令等の整備を行い、円滑な実

施を図る。また、事業場でのメンタルヘルス対策を含めた産業保健活動の支援の充実

を図る」

(3)職場での受動喫煙防止対策の推進 (一部新規) 7.4億円(4.3億円)
職場の全面禁煙又は空間分煙等による受動喫煙防止対策の事業者への義務付けなど

の法令等の整備を行い、円滑な実施を図る。また、受動喫煙防止対策に係る相談対応

等の技術的支援や、喫煙室設置に係る財政的支援を推進する。

(4)職場での化学物質管理の推進 25億円(23億円)
事業場内で使用される化学物質の各種容器への表示や、化学物質の危険有害性情報

を伝達すべき対象化学物質の拡大やリスク管理手法の導入等について周知を図るとと

もに、普及のための支援を行う。

(5)石綿ばく露防止対策の推進 4.4億円(3.6億円)
建築物等の解体作業での石綿ばく露llk止対策の徹底を図るとともに、スレート等の

除去作業でのばく露防止対策について調査・検討を行う。

(6)東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策(一部新規)
6.2億円

東京電力福島第一原発での緊急作業従事者への被ばく防護措置等について立入調査

等による適切な指導を行う。また、被ばく線量等管理データベースを運用するととも

に、緊急作業従事者に対する健康相談や保健指導を行うほか、一定の被ばく線量を超

えた人に対し、がん検診等を実施する。
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(7)東 日本大震災復旧・復興工事に係る安全衛生確保支援対策(一部新規)

【一部復旧・復興】 3.3億円(2.3億円)
東日本大震災の被災地の一日も早い復旧・復興工事を安全に成し遂げるため、岩手

県、宮城県、福島県にアスベストばく露防止対策を含めた安全衛生対策の実施拠点を

設置し、安全専門家による巡回指導、未熟練労働者への安全衛生教育等を実施する。

また、復旧・復興工事現場におけるアスベスト濃度の簡易淑1定方法の開発、被災し

た化学プラントに関する調査、復旧・復興工事に伴う労働災害の分析及び予防対策に

関する調査研究を行う。

4良質な労働環境の確保 81億円 (89億円)

(1)最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援と最低賃金の遵

守の徹底 46億円(50億円 )
「雇用戦略対話」での合意を踏まえ、最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小

企業への支援を引き続き実施する。また、最低賃金の遵守の徹底を図る。

(2)労働問題に関するワンストップ相談体制の整備 15億円(16億円 )
依然として高水準で推移 し、また「いじめ・嫌がらせ」といつた相談が増加するな

ど、複雑・困難化 している個別労働紛争 (個々の労働者 と事業主との間での職場の ト

ラブル)の円滑かつ迅速な解決の促進を図るため、総合労働相談コーナーに高度な知
識を有する相談員を配置するなど相談体制の強化を図る。

(3)働く人のためのルールに関する教育の実施     24百 万円 (22百万円 )
個別労働紛争の未然防止・早期解決を図るため、労働者・事業主等に対し、労働契

約法等の労働関係法令の教育、情報提供等を実施する。

(4)職場のいじめ・嫌がらせ問題防止・解決に向けた環境整備

72百万円 (53百万円 )
「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」で今後の対策等について検討を

行い、問題の防止 ,解決に向けた周知・広報を実施するとともに、職場のいじめ・嫌

がらせ問題の実態把握を行う。
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(5)精神障害に関する労災請求事案の審査の迅速化と必要な体制の整備 (新規 )
86百万円

平成 23年度に見直しを行う精神障害に関する労災認定の基準の的確な運用により

審査の迅速化を図るとともに、セクシュアルハラスメントを理由とする精神障害の労

災請求事案について相談しやすい環境の整備を図る。

(6)労働保険の適用促進及び適正徴収 18億円(16億円)

労働者のセーフティネットである労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平を期

するため、労働保険の未手続事業一掃対策を推進するとともに、口座振替制度の本格

実施や労働保険料の適正徴収に取り組む。

※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への保険給付等と
して 8,932億円 (9,034億円)を計上。

※ 国家公務員の自律的労使関係制度の措置に伴う中央労働委員会の体制整備に必要な経
費については、予算編成過程で必要に応じて措置を講ずる。
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自殺・うつ病対策を推進するとともに、子どもの貧困連鎖の防止等も含む生活保護制度の

適正な実施、矯正施設退所者の社会復帰や地域生活への定着の促進等により暮らしの安心

を確保する。

1 自殺口うつ病対策の推進 52億円(49億円)

(1)地 域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (訪間支援 )体制の確立

(再掲・69ページ参照)              8.9億 円 (7億円)

(2)認知行動療法の普及の推進 (再掲・70ページ参照)98百 万円 (98百万円)

(3)地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援
4.1億円 (4億円 )

都道府県 ,指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」での専門相談

の実施のほか、関係機関のネットワーク化等により、うつ病対策、依存症対策等の精

神保健的な取組を行うとともに、地域の保健所と職域の産業医、産業保健師等との連

携の強化による自殺対策の向上を図る。また、自殺未遂者や自死遺族等へのケアに当

たる人材を育成するための研修を行う。さらに、先進的かつ効果的な自殺対策を行つ

ている民間団体に対し支援を行う。

(4)自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成 37億円 (36億円)
うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワー

カーなどの地域で活動する者に対するうつ病の基礎知識、診断、治療等に関する研修

や地域におけるメンタルヘルスを担 う従事者に対する精神保健等に関する研修を行 う

こと等により、地域における各種相談機関と精神保健医療体帝1の連携強化を図る。

また、メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるス トレス等の要因に対

して適切な対応が実施 されるよう、メンタルヘルス対策への取り組み方が分からない

事業者等に対 し支援を行 う。
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2生活保護制度の適正な実施など「貧困の連鎖」の防止
2りじ8,263億円(2兆5,876億円)

(1)子どもの貧困対策支援の充実 (「貧困の連鎖」の防止 )【重点化】  53億 円
生活保護世帯などの子どもやその親への養育相談。学習支援等を全国的に実施する

ことにより、生活保護世帯の子どもが大人になつて再び生活保護を受給するといつた

「貧困の連鎖」の防止を図る。

(2)地域生活定着促進事業の実施【重点化】 13億円

高齢又は障害により自立が困難な矯正施設退所者の社会復帰や地域生活への定着を

より促進するため、各都道府県の「地域生活定着支援センター」と保護観察所が協働

して、入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う。

(3)「福祉から就労」支援事業の拡充【一部復旧・復興】(再掲口46ページ参照 )
49億円 (28億円)

(4)生活保護に係る国庫負担 2兆8,033億円(2兆5,676億円)
生活保護を必要としている人に対して適切に保護を行うため、生活保護制度に係る

国庫負担に要する経費を確保する。

3災害救助法による災害救助【一部復旧・復興】
591億円(2億円)

東日本大震災による被災者の方々の住居の安定を図るなど、応急救助に必要な経費

を負担する。

79



1 国際社会への貢献等 161億円(166億円)

(1)国際機関を通じた国際協力の推進

①世界保健機関(WHO)等を通じた国際協力等の推進

16億円 (18億円 )
12億円(13億円)

WHO等への拠出等を通じ、G8/G20サ ミット等で合意された母子保健対策の強
化等の国連 ミレニアム開発 目標 (鵬Gs)の達成に向けた取組や、アジア地域やアフリカ

地域での新型インフルエンザ・HIV等の感染症対策事業、保健システム強化事業、食

品安全 。医療安全事業等を推進する。

②国際労働機関CLO)等を通じた国際協力等の推進 3.9億円(43億円 )
G20サミット首脳声明、APEC首脳会議宣言等で合意された「社会セーフティネ ッ
ト」構築の支援のため、ILO等への拠出を通じ、日本の蓄積する経験・知見を活用し、

ILOの専門性、ASEANのネットワーク等を活かした 「アジア社会セーフティネ ット構

築支援プログラム」構築を実施し、社会セーフティネット構築のためのアジア・太平

洋の域内協力体市1の構築を推進する。

(2)復興に当たつての国際社会との絆の強化 4.9億円

①放射性物質による食品等の汚染に対する取組みへのWHO等による支援(新規)

【復旧・復興】                          3.6億 円

WHOや国際がん研究機関 (IARC)が食品等に関する検査等に対して助言、客観的な

評価、諸外国から信頼される情報発信等の支援を行うに当たり必要な費用を拠出する。

②東日本大震災からの復興のための雇用労働対策を国際公共財として発信(新規)

【復旧・復興】     、                   1.2億 円

被災地の雇用労働問題や官民による対策を、国際公共財として自然災害が多いア

ジアの途上国等と共有するために、ILOが行う調査。分析や情報発信に必要な費用を拠

出する。
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(3)外国人労働者問題等への適切な対応

①外国人の適切な就業の促進

30億円 (33億円 )
18億円(21億円)

日系人等の定住外国人に対 し、引き続き安定雇用の確保に向けた適切な支援を実

施する。また、中小企業の事業主等に対し、大学等と連携の上、高度外国人材の活用

促進を図る。

②外国人労働者の労働条件の確保 75百万円 (80百万円 )

外国人労働者の労働条件をめぐる相談事例の外国語による情報提供を行うなど、

外国人労働者の労働条件の確保を図る。

③技能実習制度の適切な運用 4.3億円(43億円)
監理団体や実習実施機関 (技能実習生の受入れ機関)への巡回指導、技能実習生
への母国語相談などを引き続き実施 し、技能実習生が修得した技能の適切な評価を促

進することにより、適正で実効ある技能移転に向けて制度を運用する。

④技能評価システムの移転など職業能力開発分野の国際協力の推進

34億円(35億円)
開発途上国から協力要請の高い日本の技能評価システムのノウハウを開発途上国

に移転する取組について、平成 23年度に新たに対象とした国 (カ ンボジア、ラオス、

インド)に対して集中的な対応を行うなど取組を強化するとともに、ASEШ、APEC等
の国際機関を通じた途上国への人材育成に関する各種研修事業を実施するなど、職業

能力開発分野の国際協力を戦略的 。計画的に推進する。

2経済連携協定の円滑な実施 3.8億円(4億円)

経済連携協定に基づき外国人看護師・介護福祉士候補者を円滑かつ適正に受け入れ

るため、看護・介護導入研修を行うとともに受入施設に対する巡回指導や候補者への

日本語や専門知識の学習支援を行う。また、介護福祉士の資格を取得できずに帰国し

た候補者の母国での再チャレンジ支援 (模擬試験の実施等)を開始する。
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3社会保障の推進 4.2億円(3.6億円)

(1)社会保障教育の推進 61百万円(11百万円 )

社会保障と税の一体改革をはじめ、社会保障に関する国民の理解と協力を得ること

がますます重要になっていることから、各地域に根ざした形で、民間団体や企業など

の「新しい公共」を担う主体により、体験学習を含めた実践的な社会保障教育を試行

し、その検証を進めることにより、社会保障教育のより効果的な展開を図る。

(2)貧困・格差に関する指標の開発(新規 ) 3百万円

貧困・格差の実態を総合的・継続的に把握し、施策に反映できるよう、各国の指標

を参考としながら、客観的な貧困・格差の指標を開発するため、検討会を開催する。

(3)社会保障分野での情報化・情報連携の推進 3.6億円(34億円 )
「社会保障 。税に関わる番号制度」の円滑な施行に資するとともに、社会保障分野

での情報化・情報連携を一層推進する観点から、情報連携に求められる技術的要件の

明確化、技術開発等や制度面の検討を行 う。

4科学技術の振興【一部重点化】【一部復旧口復興】
1,680億円(1,435億円)

「新成長戦略」(平成 22年 6月 18日 閣議決定)、 「社会保障 。税一体改革成案」(平

成 23年 6月 30日 政府 。与党社会保障改革検討本部決定)、 「第 4期科学技術基本計画」

(平成 23年 8月 19日 閣議決定)や東日本大震災の発生等を踏まえ、復興・再生並び

に災害からの安全性向上への対応やライフ・イノベーションに重点化して科学研究等

を推進する。
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5戦 傷病者口戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等
392億円(424億円)

(1)戦没者慰霊事業等の推進 22億円(23億円)
戦後 70周年にあたる平成 27年度に向けて、未だ特定に至うていない抑留中死亡者
の資料の入手等や旧ソ連地域の遺骨帰還事業等を民間団体等の協力も得ながら集中的

に実施するほか、平成 22年度からの「硫黄島からの遺骨帰還のための特命チーム」の

検討に沿つて、硫黄島での遺骨帰還事業を引き続き実施するなど、すべての地域で可

能な限り速やかに遺骨が御帰還できるような取組等を推進する。

(2)中 国残留邦人等の援護等 115億円(113億円)
中国残留邦人等への支援策を着実に実施するほか、戦没者等援護関係資料について、

先の大戦に関する歴史的資料でもあることから、後世への伝承や広く国民や研究者等

が利用できるよう、国立公文書館へ移管するための取組を行 う。

6B型 肝炎訴訟の給付金等の支給

B型肝炎ウイルスの感染被害を受けられた人々への給付金等の支払いに万全を期す
ため、給付金等の支給に必要な費用を社会保険診療報酬支払基金に設置する基金に積

み増しするために必要な経費については、予算編成過程で検討する。

7原爆被爆者の援護 1,484億円(1,478億円)

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護

ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進する。
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8ハンセン病対策の推進 394億円(393億円)〕

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」等に基づき、ハンセン病療養所の入

所者への必要な療養の確保、退所者等への社会生活支援策、偏見・差別の解消のため

の普及啓発等の施策を着実に実施する。また、ハンセン病療養所での歴史的建造物等

の保存に向けた取組を推進する。

9薬物乱用口依存症対策の推進 8.1億円(8.8億円)

(1)取締体制の強化等 6.4億円(7億円)
巧妙化かつ広域化する麻薬・覚せい斉J。 大麻等の薬物事犯に迅速かつ的確に対応す

るため、新たに DNA型鑑定を導入するなど取締体制を強化する。また、青少年等の薬

物乱用防止のため、より効果的・効率的な啓発活動を実施する。

(2)薬物等の依存症対策の推進 (一部新規 ) 79百万円 (70百万円 )
地域での薬物・アルコールを中心とした依存症対策を推進するため、「地域依存症対

策支援計画」を策定し、この計画に基づく事業を実施するとともに、「家族支援員」を

配置する。また、依存症者の社会復帰支援を強化するため、関係者や依存症家族に対

しての研修を行う。

10水道事業の適切な運営等 1:462億円(284億円)

(1)水道事業の適切な運営と防災対策

①水道事業の適切な運営

413億円(284億円 )
233億円(284億 円)

水道施設の耐震化 と適切な更新を進める (基幹管路の耐震化率 30%:平成 21年度 )

とともに、水道水による健康リスク低減のため、引き続き水道水質基準の検討、水質

検査体制の精度確保を図る。

②水道施設の防災対策【復旧・復興】          180億 円(221億円の内数)

東日本大震災を教引|と して、東海地震や東南海・南海地震など、大地震のty」迫性

が高いことが想定される地域での水道施設の耐震化 。広域化を推進する。
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(2)水道施設の復旧・復興 (新規)【復旧・復興】 1,049億 円
東 日本大震災の津波等で甚大な被害を受けた地域で、都市計画の見直 しを伴 うなど、

通常の原形復旧では対応できない水道施設の復旧・復興を図る。

11 生活衛生関係営業の指導や振興の推進等
25億円(23億円)

(1)生活衛生関係営業者の指導や振興の推進 24億円(23億円)
中小零細の生活衛生関係営業者の営業の振興と、衛生的で安心できるサービスの提

供を推進するため、生活衛生同業組合による食中毒防止対策の推進や全国生活衛生営

業指導センタこのシンクタンク機能の強化を図る。 1

(2)被災した生活衛生関係営業者への支援(新規)【復旧・復興】   1.4億 円
東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被災した営業

者の営業再開を支援する。
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平成 24年度厚生労働省予算概算要求の主要事項一覧表

(単位 :百万円)

項 目 主要事項
平成 23年度

予 算 額
平成 24年度

要求・要望額

第 1 安心して子どもを産み育

てることのできる環境の

整備

第2 「全員参加型社会」の実

現に向けた雇用・生活安

定の確保

第3 安心で質の高い医療・介

護サービスの安定的な提

供

第4 健康で安全な生活の確保

第 5 信頼できる年金制度に向

けて

1 子どものための現金給付制度

2 待機児童の解消などに向けた取組

3 児童虐待への対応、社会的養護の充実など

4 ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進

5 母子保健医療対策の推進

6 育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備 (「仕

事と家庭の両立実現化プログラム」の充実)

1 若者 。女性・高齢者・障害者の就労促進による「全員参加

型社会」の実現

2 日本の成長力を支える人材の育成

3 地方自治体や民間と連携した重層的なセーフティネット

の構築

1 安定的で持続可能な医療保険帝1度の運営の確保

2 医療提供体制の機能強化

3 在宅医療・介護の推進

4 地域包括ケアの推進

5 安心で質の高い介護サービスの確保

6 革新的な医薬品・医療機器の開発促進

1 新型インフルエンザ等の感染症対策

2 肝炎対策

3 がん対策

4 難病などの各種疾病対策、移植対策、生活習慣病対策

5 健康危機管理対策の推進

6 食の安全・安心の確保

7 医薬品・医療機器の安全対策の推進等

1 年金記録問題への取組

2 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営

3 持続可能で安心できる年金制度の運営

2,007,744

448,973

94,498

188,719

26,204

9,707

100,048

197,897

700,912

874,431

61,348

109

2,797

292,442

21,054

14,894

23,739

34,335

222,557

546

12,703

8,624

111,339

341,112

10,375,498

1,394,024

480,965

99,453

194,622

27,454

9,496

105,185

295,766

641,145

10,351,900

61,008

12,713

4,309

2,416,978

37,007

27,480

24,138

41,466

228,888

651

12,949

19,539

107,331

345,249

10,674,252
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第 6 障害者支援の総合的な推

進

第 7 安心して働くことのでき

る環境整備

第8 暮らしの安心確保

第 9 各種施策の推進

障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者

支援の推進

地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進

発達障害者等支援施策の推進

障害者への就労支援の推進

1 非正規労働者の雇用の安定・処遇の改善

2 ワーク・ライフ・バランスの実現

3 労働者が安全で健康に働くことができる職場づく

4 良質な労働環境の確保

1 自殺 。うつ病対策の推進

2 生活保護制度の適正な実施など「貧困の連鎖」の防止

3 災害救助法による災害救助

1 国際社会への貢献等

2 経済連携協定の円滑な実施

3 社会保障の推進

4 科学技術の振興

5 戦傷病者 。戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等

6 B型肝炎訴訟の給付金等の支給

7 原爆被爆者の援護

8 ハンセン病対策の推進

9 薬物乱用・依存症対策の推進

10 水道事業の適切な運営等

11 生活衛生関係営業の指導や振興の推進等

2

3

4

1,155

24,592

778

23,313

96,040

11,264

7,019

8,864

4,935

2,587,603

202

16,577

400

355

143,511

42,362

147,828

39,335

876

28,443

2,280

1,267,883

28,149

880

23,543

200,130

11,043

8,541

8,083

5,217

2,826,307

59,082

16,079

380

422

168,034

39,212

148,377

39,414

809

146,162

2,494
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第 1 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備

∴|=:‐li==■|||‐1書■,■ 1自‖ギ111■111111■ ||■ |■■1111 l:す |■■1111111,11:■
'IE当

蔀局凛童名
=十
」F111■ ■|||■●:■■

1 子どものための現金綸付制度

(1)子 どものための現金給付 雇用均等・児童家庭局育成環境課 (内 7913)

(2)地方での子育て支援サービスの拡充等のための交付金の交付 雇用均等 児童家庭局育成環境課 (内 7910)

2 待機児童の解消などに向けた取組

(1 )待機児童解消策の推進など保育サービスの充実 雇用均等 児童家庭局保育課 (内 7927)

(2)放課後児童対策の充実 雇用均等 児童家庭局育成環境課 (内 7909)

(3)「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の強化 雇用均等・児童家庭局保育課 (内 7927)

(4)電力需給対策に対応した休日保育等の提供
雇用均等 児童家庭局保育課 (内 7928)
雇用均等 児童家庭局育成環境課 (内 7909)

(5)児童福祉施設等の事業復旧に係る再開準備経費等の支援 雇用均等 児童家庭局総務課 (内 7830)

3 児童虐待への対応、社会的養護の充実など

(1)虐待を受けた子ども等への支援

①児童虐待防止対策の強化等 雇用均等 ‐児童家庭局総務課 (内 7829)

②家庭的養護の推進 雇用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7887)

③被虐待児童等への支援の充実 雇用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7887)

④要保護児童の自立支援の充実 雇用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7887)

⑤児童虐待防止医療ネットワークの推進 雇用均等・児童家庭局母子保健課 (内 7936)

(2)配偶者からの暴力 (DV)防止 雇用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7892)

(3)子 どもの心のケアの支援体制の構築 E用均等 児童家庭局総務課 (内 7829)

4 ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進

(1)ひ とり親家庭の就業 生活支援等の推進 E用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7892)

(2)女性の就業希望の実現 職業安定局首席職業指導官室 (内 5779)

(3)自 立を促進するための経済的支援 履用均等・児童家庭局家庭福祉課 (内 7892)

(4)被災した母子家庭等への経済的支援 雇用均等 児童家庭局家庭福祉課 (内 7892)

5 母子保健医療対策の推進

(1)不妊治療等への支援 雇用均等 児童家庭局母子保健課 (内 7938)

(2)小児の慢性疾患等への支援 雇用均等 児童家庭局母子保健課 (内 7937)

6 育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備 (「仕事と家庭の両立
実現化プログラム」の充実)

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課 (内 7857)
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第 2 「全員参加型社会」の実現に向けた雇用・生活安定の確保

■■ 1■■
1 著者・女性・高齢者・障害者の就労促進による「全員参加型社会」の実現

(1)若者の安定雇用の確保 (r若者雇用戦略Jの推進)

①『大学生現役就職促進プロジェクト (仮称)Jの推進等 職薬安定局派遣 有期労働対策部企画課若年者雇用対策室 (内 5375)

② r若者ステップアッププログラムJによるフリーター等の就職支援の強化 職業安定局派遣 有期労働対策部企画課若年者雇用対策室 (内 5332)

③ニート等の若者の職業的自立支援の強化 職業能力開発局キャリア形成支援室 (内 5741)

④キャリア教育の推進 職業能力開発局キヤリア形成支援室 (内 5937)

(2)女性の就葉の拡大 (就業率のM字カープの解消)

①男女雇用機会均等対策の推進 雇用均等 児童家庭局雇用均等政策課 (内 7839)

②女性の就業希望の実現 職業安定局首席職薬指導官室 (内 5779)

③育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備
(「仕事と家庭の両立実現化プログラム」の充実)

雇用均等 児童家庭局職業家庭両立課 (内 7857)

(3)高齢者の就労促進 (r生涯現役社会」の実現))

①希望者全員の65歳までの雇用確保 職業安定局高齢 障害者雇用対策部高齢者雇用対策課 (内 5815)

②「70歳まで働ける企業Jの積極的普及 職業安定局高齢 障害者雇用対策部高齢者雇用対策課 (内 5815)

③高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大 職業安定局高齢 障害者雇用対策部高齢者雇用対策課 (内 5815)

(4)障害者の就労促進 (障害者が誇りと生きがいを持つて働ける社会の実現)

①雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の更なる強イヒ 職業安定局高齢 障害者雇用対策部障害者雇用対策課 (内 5783)

②障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実 強化 職業安定局高齢 障害者雇用対策部障害者雇用対策課 (内 5783)

○障害者の職業能力開発支援の推進 職業能力開発局能力開発課 (内 5925)

2 日本の成長力を支える人材の育成

(1)成長分野 ものづくり分野等の人材育成の推進

①成長分野の人材育成の推進
職業安定局首席職業指導官室 (内 5774)
職業能力開発局能力開発課 (内 5925)

②新事業展開地域人材育成支援事業 (仮称)の推進 職業能力開発局能力評価課 (内 5941)

③ものづくり分野等の人材育成の推進 職業能力開発局能力開発課 (内 5925)

④ものづくり立国の推進 職業能力開発局能力評価課 (内 5943)

(2)雇用のセーフティネットとしての職業能力開発支援の推進

①離職者への公共職業ヨ1練 (委託訓練等)の推進 職業安定局首席職業指導官室 (内 5774)
職業能力開発局能力開発課 (内 5925)

②求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援
職業安定局派遣・有期労働対策部企画課 (内 5271)
職業能力開発局能力開発課 (内 5600)

③ジョブ カード制度の推進 職葉能力開発局実習併用職業訓練推進室 (内 5959)

(3)職業能力の評価システムの整備

①職業能力評価基準の整備や活用促進 職業能力開発局能力評価課 (内 5943)

②技能検定制度の整備 職業能力開発局能力評価課 (内 5943)

(4)職業生涯を通したキャリア形成支援の―層の推進

①労働者 企業の職業能力開発への支援 職業能力開発局育成支援課 (内 5938、 5935)

②キャリア・コンサルティングの活用促進 職業能力開発局キヤリア形成支援室 (内 5937)

Oキャリア教育の推進 職業能力開発局キャリア形成支援室 (内 5937)

④ジョブ カード制度の対象者の拡大 職業能力開発局実習併用職業]‖練推進室 (内 5913)

3 地方自治体や民間と連携した重層的なセーフティネットの構築

(1)雇用のセーフティネットの推進

①雇用調整助成金を活用した企業の雇用維持努力への支援の実施 職業安定局雇用開発課 (内 5777)

②雇用保険制度によるセーフテイネットの確保 職業安定局層月保険課 (内 5763)

○求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援
職業安定局派遣 有期労働対策部企画課 (内 5271)
職業能力開発局能力開発課 (内 5600)

(2)地方自治体との連携による雇用対策の推迫

①「福祉から就労J支援事業の拡充 職業安定局派遣 有期労働対策部就労支援室 (内 5793)

②地域の創意工夫を活かした雇用創造の推進 職業安定局地域雇用対策室 (内 5846)

〇地方自治体とハローワークの協定に基づく一体的実施の推進 職業安定局総務課公共職業安定所運営企画室 (内 5683)

(3)民間等との連携による積極的就労・生活支援対策の推進等 職業安定局首席職業指導官室 (内 5690)
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第3 安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供

機 I

1 安定的て持機可能な医療保険制度の運営の確保

)各医療保険制度等に係る医療費国庫負担 保険局総務課 (内 3214)

(2)高齢者医療制度の負担軽減措置 保険局高齢者医療課 (内 3237)

2 医療提供体制の機能強化

(1)地域医療確保対策

①地域医療支援センターの整備の拡充 医政局指導課 (内 2557)

②専門医の在り方に関する検討 医政局医事課 (内 4123)

③チーム医療の普及推進
医政局医事課 (内 2566)
医政局看護課 (内 4173)

④女性医師の離職防止・復職支援 医政局医事課 (内 2566)

⑤看護職員の確保策等の推進 医政局看護課 (内 4173)

⑥医療情報連携の基盤の整備 医政局研究開発振興課 (内 2684)

(2)救急医療、周産期医療の体制整備

①救急医療体制の充実 医政局指導課 (内 2550)

②ドクターヘリの導入促進事業の充実 医政局指導課 (内 2550)

③周産期医療体制の充実 医政局指導課 (内 4121)

(3)災害医療体制の強化 医政局指導課 (内 2558)

3 在宅医療 介讚の推進

( 1 )在宅チーム医療を担う人材の育成

医政局指導課 (内 2662)
医政局医事課 (内 2666)
医政局歯科保健課 (内 2583)
医政局看護課 (内 4173)

(2)実施拠点となる基盤の整備

①在宅医療連携体制の推進 医政局指導課 (内 2662)

②在宅医療を提供する拠点薬局の整備
医政局指導課 (内 2662)
医薬食品局総務課 (内 2708)

③栄養ケア活動の支援 健康局総務課生活習慣病対策室 (内 2396)

④在宅サービス拠点の充実 老健局高齢者支援課 (内 3925)

⑤低所得高齢者の住まい対策 老健局高齢者支援課 (内 3925)

(3)個別の疾患等に対応したサービスの充実 支援

①国立高度専門医療研究センターを中心とした在宅医療推進のための研究事業 医政局日立病院課 (内 2613)

②在宅医療推進のための医療機器の承認の促進 医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室 (内 2786)

③在宅医療推進のための看護業務の安全性等の検証 医政局看護課 (内 4173)

④在宅介護者への歯科口腔保健の推進 医政局歯科保健課 (内 2583)

⑤在宅緩和ケア地域連携事業 健康局総務課がん対策推進室 (内 4604)

⑥難病患者の在宅医療 介護の充実・強化事業 健康局疾病対策課 (内 2355)

⑦HIV感染者・エイズ患者の在宅医療 :介積の環境整備事業 健康局疾病対策課 (内 2358)

③在宅での疼痛緩和のための医療用麻薬の適正使用の推進 医薬食品局監視指導・麻薬対策課 (内 2761)

⑨薬物依存者の治療と社会復帰のための支援 医薬食品局監視指導・麻薬対策課 (内 2761)

4 地域包括ケアの推進

)地域ケア多職種協働推進等事業 老健局振興課 (内 3986)

(2)認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進

①市町村での認知症施策の推進等 老健局高齢者支援課認知症 虐待防止対策推進室 (内 3869)

②地域での市民後見活動の仕組みづくりの推進 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室 (内 3869)

(3)ねんりんビック宮城 仙台大会への支援 老健局振興課 (内 3935)

(4)介護職員等によるたん吸引等の研修の実施 社会・援護局 (社会)福祉基盤課福祉人材確保対策室 (内 2849)
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5 安心で質の高い介護サービスの確保

)安定的な介護保険制度の運営 老健局介護保険計画課(内 2264)
老健局振興課 (内 3982)

(2)地域での介護基盤の整備

①都市型軽費老人ホーム等の整備 老健局高齢者支援課 (内 3928)

②在宅サービス拠点の充実 老健局高齢者支援課 (内 3925)

②低所得高齢者の住まい対策 老健局高齢者支援課 (内 3925)

(3)介護サービス情報の公表制度の着実な実施 老健局振興課 (内 3982)

(4)福祉用具 介護ロボットの実用化の支援 老健局振興課 (内 3985)

(5)適切なサービス提供に向けた取組の支援

①市町村介護予防強化推進事業 老健局老人保健課 (内 3946)

②適切なサービス提供に向けた取組の支援
老健局介護保険計画課(内 2264)
老健局老人保健課(内 3944)

6 革新的な医薬品・医療機器の開発促進

(1)臨床研究中核病院 (仮称)の整備 医政局研究開発振興課 (内 2543)

(2)国際水率で実施する臨床研究等の支援
医政局研究開発振興課 (内 2543)
医政局国立病院課 (内 2613)

(3)早期 探索的臨床試験拠点の整備 医政局研究FR発振興課 (内 2543)

(4)日本圭導のグローバル臨床研究拠点の整備 医政局研究開発振興課 (内 2543)

(5)医薬品等開発に係る研究のプロトコール審査 進捗管理 医政局研究開発振興課 (内 2543)

(6)再生医療分野での研究開発基盤の整備 医政局研究開発振興課 (内 2543)

(7)後発医薬品の使用促進

医政局経済課 (内 2525)
医薬食品局審査管理課 (内 2735)
医薬食品局監視指導 麻薬対策課 (内 2761)
保険局高齢者医療課 (内 3193)
保険局医療課 (内 3277)

０
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第4 健康で安全な生活の確保

111■1篠
1 新型インフルエンザ等の感染症対策

(1)新型インフルエンザ対策の強化 健康局結核感染症課 (内 2382、 2379)

(2)予防接種の推進 (ポ リオ不活化ワクチンの円滑導入等) 健康局結核感染症課 (内 2383)

(3)H■ V-1関連疾患に関する研究の推進 健康局結核感染症課 (内 2379)

2 肝炎対策

(1 )肝炎治療促進のための環境整備 健康局疾病対策課肝炎対策推進室 (内 2948)

(2)広域的な相談体制の強化 普及啓発の推進 健康局疾病対策課肝炎対策推進室 (内 2948)

(3)8型肝炎治療研究等の強化 健康局疾病対策謀肝炎対策推進室 (内 2948)

3 がん対策

(1 )小児がん拠点病院の機能強化 健康局総務課がん対策推進室 (内 4604)

(2)がん臨床試験の基盤整備 健康局総務課がん対策推進室 (内 4604)

(3)在宅緩和ケア地域連携事業 健康局総務課がん対策推進室 (内 4604)

(4)がん診断 治療研究の推進 健康局総務課がん対策推進室 (内 4604)

4 難病などの各種疾病対策、移植対策、生活習慣病対策

(1)難病対策

①難病患者の生活支援等の推進 健康局疾病対策課 (内 2355)

②難病に関する調査・研究等の推進 健康局疾病対策課 (内 2355)

移植対策

①臓器移植対策の推進 健康局疾病対策課臓器移植対策室 (内 2365)

②造血幹細胞移植対策の推進 健康局疾病対策課臓器移植対策室 (内 2363)

(3)生活習慣病対策

①健康づくり 生活習慣病対策の推進 健康局総務課課生活習慣病対策室 (内 2396)

②生活習慣病予防等に関する調査 研究の推進 健康局総務課生活習慣病対策室 (内 2396)

(4)各種疾病対策

①エイズ対策の推進 健康局疾病対策課 (内 2358)

②リウマチ アレルギー対策の推進 健康局疾病対策課 (内 2359〕

③腎疾患対策の推進 健康局疾病対策課 (内 2359)

5 健康危機管理対策の推進

(1)健康安全 危機管理対策総合研究の推進 健康局総務課地域保健室 (内 2398)
大臣官房厚生科学課 (内 3818)

(2)健康危機管理体制の整備 大臣官房厚生科学課 (内 3818)

(3)国際健康危機管理対策の推進 大臣官房厚生科学課 (内 3812)

6 食の安全。安心の確保

(1)食品中の放射性物質対策の推進 食品安全部企画情報課 (内 2404)

(2)食中毒対策の推進 食品安全部監視安全課 (内 2472)

(3)輸入食品の安全確保対策等の推進 食品安全部監視安全課 (内 2472)
食品安全部検疫所業務管理室 (内 2467)

(4)残留農薬等の安全確保対策の推進

①残留農薬等ポジティプリスト制度等の推進 食品安全部基準審査課 (内 2444)

②食品汚染物質に係る安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課 (内 2444)

〇食品用容器包装等の安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課 (内 2444)

(5)健康食品の安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課 (内 2444)

(6)食品に関する情報提供や意見交換 (リ スクコミュニケーション)の推進 食品安全部企画情報課 (内 2452)

(7)食品の安全の確保に資する研究の推進 食品安全部企画情報課 (内 2452)
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7 医薬品・医療機器の安全対策の推進等

(1)医薬品 医療機器の安全対策の推進
安全対策課 (内 2749)
監視指導 麻薬対策課 (内 2761)
総務課 (内 2768)

(2)医薬品 医療機器の迅速な提供 (内 2735)
(内 2786)

(3)技術の進歩に対応する薬事承認審査・安全対策の向上

①革新的技術実用化のたあのレギュラトリーサイエンスの推進による審査等の
迅速イし 高度化と安全対策の充実 強化

医薬食品局総務課 (内 2708)
医薬食品局審査管理課 (内 2735)

(内 2786)
医薬食品局安全対策課 (内 2749)

②グローバル化に対応したレギュラトリーサイエンスのアジアの拠点としての
充実・強化

医薬食品局書査管理課課 (内 2735)
医薬食品局監視指導・麻薬対策課 (内 2761)

(4)血液製剤対策の推進 (内 2903)

(5)化学物質安全対策の推進 医薬食品局審査管理課化学物貿安全対策室 (内 2425)

L
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第 5 信頼できる年金制度に向けて

第6 障害者支援の総合的な推進

1 年金記録問題への取組

(1)紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進 金局事業企画課 (内 3653)

(2)ねんきんネットによる年金記録の確認 金局事業企画課 (内 3653)

(3)その他適用・保険料収納対策の推進等 金局事業企画課 (内 3653)

2 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 (内 3545)

3 持続可能で安心できる年金制度の運営 金局総務課 (内 3646)
金局年金課 (内 3336)

「■11■:|■111■■1 |■■■11■
1 障害福社サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援の推進

(1)良質な障害福祉サービスの確保 諄書保健福祉部障害福祉課 (内 3035)

(2)地域生活支援事業の着実な実施 障害保健福祉部企画課自立支援振興室 (内 3077)

(3)障害者への良質かつ適切な医療の提供 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(4)障害福祉サービス提供体制の整備 障害保健福祉部障害福祉課 (内 3035)

(5)障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進 肇害保健福祉部障害福祉課地域移行 障害児支援室 (内 3149)

2 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (訪間支援)体制の確立 昨書保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(2)精神科救急医療体制の整備 l●害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(3)精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(4)認知行動療法の普及の推進 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(5)災害時心のケア支援体制の整備 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(6)心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保等 嘩害保健福祉部精神・障害保健課 (内 3096)

3 発達障害者等支援施策の推進

(1)発達障害者の地域支援体制の確立 障害保健福祉部障害福祉課地域移行 障害児支援室 (内 3038)

(2)発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施 障害保健福祉都障害福祉課地域移行 .障害児支援室 (内 3038)

(3)発達障害者等の支援のための巡回支援専門員の整備 障害保健福祉部障害福祉課地域移行 障害児支援室 (内 3038)

4 障害者への就労支援の推進

(1)障害者の就労促進 (障害者が誇りと生きがいを持つて働ける社会の実現)

①雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の更なる強イヒ 職業安定局高齢 障害者雇用対策部障害者雇用対策課 (内 5783)

②障害特性 就労形態に応したきめ細かな支援策の充実 強イヒ 職業安定局高齢 障害者雇用対策部障害者雇用対策課 (内 5783)

③障害者の職業能力開発支援の推進 職葉能力開発局能力開発課 (内 5925)

(2)工賃向上のための取組の推進 障害保健福祉部障害福祉課 (内 3044)
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第7 安心して働くことのできる環境整備

第8 暮らしの安心確保

1 非正規労働者の雇用の安定・処遇の改善

(1)有期労働契約に関する新たなルールの整備 労働基準局労働条件政策課 (内 5354)

(2)パートタイム労働者の均等 均衡待遇の確保と正社員転換の推進 雇用均等 児童家庭局短時間 在宅労働課 (内 7870)

(3)改正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行 職業安定局派遣・有期労働対策部需給調整事業課 (内 5688)
障害保健福祉部企画課自立支援振興室 (内 3077)

(4) 均等 均衡待遇や正社員化の推進 雇用均等 児童家庭局短時間 在宅労働課 (内 7870)
職業安定局7FR遣 有期労働対策部企画課 (内 5271)

(5)求職者支援制度による職業31練や給付金の支給等を通した就職支援 職業安定局派遣 有期労働対策部企画課 (内 5271)
職業能力開発局能力開発課 (内 5600)

(6)ジ ョブ カード制度の推進 職業能力開発局実習併用職業訓練推進室 (内 5959)

(7)「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化 職業安定局派遣 有期労働対策部若年者雇用対策室 (内 5332)

2 ワーク ‐ライフ・パランスの実現

(1)育児休業、介護休業等を利用しやすい職場環境の整備
(「仕事と家庭の両立実現化プログラム」の充実) 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課 (内 7857)

(2)過重労働の解消等のための働き方 休み方の見直し 労働墓卒局労働条件政策課 (内 5354)

(3)医療現場での勤務環境の改善に向けた取組の推進 医政局看護課 (内 4173)
労働基準局労働条件政策課 (内 5354)

(4)短時間正社員制度の導入 定着の促進 雇用均等・児童家庭局短時間 在宅労働課 (内 7870)

(5)適正な労働条件下でのテレワークの推進等 労働基準局労働条件政策課 (内 5354)
雇用均等 児童家庭局短時間 在宅労働課 (内 7870)

3 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり

(1)「安全から元気を起こす戦略Jの推進 労働基準局安全衛生部安全課 (内 5481)

(2)職場でのメンタルヘルス対策の推進 労働基準局安全衛生部労働衛生課 (内 5492、 5495)

(3)職場での受動喫煙防止対策の推進 労働基準局安全衛生部労働衛生課 (内 5506)

(4)職場での化学物質管理の推進 労働基準局安全衛生部化学物質対策課 (内 5514)

(5)石綿ぼく露防止対策の推進 労働基準局安全衛生部化学物質対策課 (内 5514)

(6)東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策 労働基準局安全衛生部労働衛生課 (内 5496)

(7)東 日本大震災復旧・復興工事に係る安全衛生確保支援対策 労働基準局安全衛生部安全課 (内 5481)
労働基準局安全衛生部計画課 (内 5549)

4 良質な労働環境の確保

(1)最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援と最低賃金の
連守の徹底 労働基準局労働条件政策課 (内 5354)

(2)労働問題に関するワンストップ相談体制の整備 大臣官房地方課 (内 7736)

(3)働 く人のためのルールに関する教育の実施 労働基準局労働条件政策課 (内 5354)

(4)職場のいじめ 嫌がらせ問題防止 解決に向けた環境整備 労働基準局労働条件政策課 (内 5354)

(5)精神障害に関する労災請求事案の審査の迅速化と必要な体制の整備 労働基準局労災補償部補償課職業病認定対策室 (内 5570)

(6)労働保険の適用促進及び適正徴収 労働基準局労災補償部労働保険徴収課 (内 5154)

項   .: 1日  || ■ | ■担当部局課室名

1 自殺・うつ病対策の推進

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (訪間支援)体制の確立 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

(2)認知行動療法の普及の推進 障害保健福祉部精神・障害保健課 (内 3059)

(3)地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援 障害保健福祉部精神・障害保健課 (内 3059)

(4)自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成 労働基準局安全衛生都労働衛生課 (内 5496)
章害保健福祉部精神 障害保健課 (内 3059)

2 生活保護制度の適正な実施など「貧困の連鎖日の防止

(1)子 どもの貧困対策支援の充実 (「貧困の連鎖Jの防止) 社会 援護局 (社会)保護課 (内 2824)

(2)地域生活定着促進事業の実施 社会・援護局 (社会)総務課 (内 2812)

(3)「福祉から就労」支援事業の拡充 職業安定局派遣 有期労働対策部就労支援室 (内 5793)

(4)生活保護に係る国庫負担 社会 授置局 (社会)保護課 (内 2824)
3 災書救助法による災書救助 社会 援護局総務課災害救助 救援対策室 (内 2819)
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第 9 各種施策の推進

■:■|
1 国際社会への貢献等

( 1 )国際機関を通じた国際協力の推進

①世界保健機関(WHO)等 を通じた国際協力等の推進 大臣官房国際課 (内線7285)

②国際労働機関(ILO)等 を通した国際協力等の推進 大臣官房国際課 (内線7285)

(2)復興に当たっての国際社会との絆の強化

①放射性物質による食品等の汚染に対する取組みへのWHO等による支援 大臣官房国際課 (内線7285)

②東日本大震災からの復興のための雇用労働対策を国際公共財として発信 大臣官房国際課 (内線7285)

(3)外国人労働者問題等への適切な対応

①外国人の適切な就業の促進 職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課 (内 5643)

②外国人労働者の労働条件の確保 労働基準局監督課 (内 5543)

③技能実習制度の適切な運用 職業能力開発局外国人研修推進室 (内 5952)

④技能評価システムの移転など職業能力開発分野の国際協力の推進 職集能力開発局海外協力課 (内 5957)

2 経済連携協定の円滑な実施
医政局看護課 (内 4173)
職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課 (内 5643)
社会 援護局 (社会)福祉基盤課福祉人材確保対策室 (内 2867)

3 社会保障の推進

(1)社会保障教育の推進 政策統括官 (社会保障)(内 7680)

貧困 格差に関する指標の開発 政策統括官 (社会保障)(内 7691)

(3)社会保障分野での情報化 情報連携の推進 政策続括官 (社会保障)(内 2244)

4 科学技術の振興 大臣官房厚生科学課 (内 3809)

5 戦傷病者・職没者遺族、中国残留邦人等の援護等

(1)戦没者慰霊事業等の推進
△
〓
〈
〓
△
〓

社
社
社

援護局 (援護)援護企画課 (内 3408)
援護局 (援護)援護企画課外事室 (内 4510)
援護局 (援護)業務課 (内 3449)

(2)中国残留邦人等の援護等 社会・授護局 (援護)援腱企画課中国孤児等対策室 (内 3488)
社会 援護局 (援護)業務課 (内 3449)

6 8型肝炎訴訟の給付金等の支給 健康局結核感染症課 (内 2092)

7 原爆被爆者の援護 健康局総務課 (内 2318)

8 ハンセン病対策の推進 健康局疾病対策課 (内 2369)

9 薬物乱用 ‐依存症対策の推進

(1)取締体制の強化等 医薬食品局監視指導 麻薬対策課 (内 2761)

(2)薬物等の依存症対策の推進 車害保健福祉部精神・障害保健課 (内 3059〉

10 水道事業の適切な運営等

(1)水道事業の適切な運営と防災対策

①水道事業の適切な運営 腱康局水道課 (内 4026)

②水道施設の防災対策 健康局水道課 (内 4026)

(2)水道施設の復旧 復興 健康局水道課 (内 4026)

11 生活衛生関係営業の指導や振興の推進等

(1)生活衛生関係営業者の指導や振興の推進 健康局生活衛生課 (内 2437)

(2)被災した生活衛生関係営業者への支援 健康局生活衛生課 (内 2437)
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平成 24年度厚生労働省関係財政投融資資金要求の概要

(単位 :億円 )

区 分
平成 23年 度
計 画 額

度

額
年２４
求
成平
要 摘 要

○独立行政法人福祉医療機構

○株式会社日本政策金融公庫

○独立行政法人国立病院機構

〇国立高度専門医療研究
センター

2,89 5

1,200

53

3,778

1,200

ｎ
フ
α
υ

40

。民間社会福祉事業施設等及び民間医療施設
等に対する融資

。生活衛生関係営業者に対する融資

・老朽建替整備、再編成整備等

独立行政法人国立がん研究センター
・独立行政法人国立がん研究センター中央病
院治療棟整備、医療機器整備等

独立行政法人国立国際医療研究センター
・独立行政法人国立国際医療研究セシター戸
山病院外来新築等工事

∧
口 計 4,719 5,715
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区 分 改 差
ロ

内 容 等

独立行政法人福祉医療機構

福祉医療貸付事業 貸付条件の改善等

【福祉貸付】

(1)児童福祉法の一部改正の施行に伴う障害児関係事業・施設に対する経営資金
(つなぎ資金)の貸付

(2)養護老人ホームの老朽化等に伴う建替に係る優遇措置

(3)アスベスト対策事業に係る優遇措置

(4)療養病床のケアハウス等への転換に係る優遇措置   等

【医療貸付】

(1)土地取得資金に関する要件の緩和

(2)地球温暖化対策施設整備等に係る融資率の優遇措置

(3)病院等の自家発電設備にかかる融資率等の優遇措置

(4)療養病床の介護老人保健施設等への転換に係る優遇措置  等

株式会社 日本政策金融公庫

生活衛生資金貸付 貸付条件の改善等

(1)振興計画に基づき営業を行 う者に対する貸付条件の拡充

(2)振興計画に基づき営業を行 う者に対する特別利率適用施設設備の拡充
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平成 24年度厚生労働省関係財政投融資資金計画の原資の内訳   惨考)

(単位 :億円)

区 分

平成 23年度

計 画 額

平成 24年度

計 画 額

独立行政法人福祉医療機構

(注 1)

2,895 2,460 435

(330)

3,778 3,378 400

(430)

株式会社 日本政策金融公庫

(注 2)

1,200 1,200

独立行政法人国立病院機構

(潤三1)

272 299

(50)

697 300 397

(50)

国立高度専門医療研究
センター

3 1

:独立行政法人国立がん研究

:セ ンター

1独立行政法人国立国際医療

1研究センター

1

1

△
ロ 計

(注 1)

4,719 2,782 737

(380)

5,715 3,717 798

(480)

(注 1)自 己資金等の欄の ()書は、財投機関債の発行額 (自 己資金等の額の内数)である。
(注 2)原資については、株式会社日本政策金融公庫 (国民一般向け業務)に一括計上している。
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